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戦後住宅供給政策の検証と展望

　　　欧米との政策比較を通じて

住田　昌二（大阪市立大学教授）

はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を経て，現物供給主義という政策の基本論理が時代に不

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適合化しているところに，共通の問題がありそうである。

　我が国の住宅政策は，公庫住宅融資，公営住宅，公団　　　それだけに問題の根は深いわけで，戦後軌跡の全体的な

賃貸・分譲住宅を3本柱とする住宅供給体系を基本的な　　　検証をもとに，住宅政策に時代を画するときがきている

枠組三とし，それを今日まで維持してきた。しかし，住　　　ように考えられる。

宅政策のこの「戦後体制」は，住宅事情と住宅需要が大　　　　大まかにはそのように問題視角を設定するとともに，

きく構造変化しつつある今日の情勢に即応できなくな　　主に住宅供給制度（フロー対策）に焦点を絞ケ），戦後住

り，再構築が必要となっているように思われる。　　　　　　宅政策の再点検と21世紀に向けた再構築の構想を展開し

　現在の住宅政策は，戦後復興期から高度成長期にかけ，　　てみたい。今日の住宅政策の問題状況は先進国と共通し

「量的充足」が叫ばれた時期に成立したものをそのまま　　　ているとみられることから，欧米諸国との国際比較を基

踏襲してきており，今日からみればかなつフロー対策（新　　本的な視点に据えながら，分析と考察をすすめる。

規供給策）に偏した体系と化している。今日の時代的二一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．目本の持ち家社会化状況
ズである，住宅や住環境の「質的向上」の多様な課題に

対して，さまざまに処方隻を書き分けることができなく　　　1．持ち家社会の目本

なっている点，根本的な問題があるようである。　　　　　　　住宅事情からみた，先進資本主義国に共通する戦後社

　しかし，このように住宅政策が行き詰まりをみせてい　　　会のマクロな特徴は，1つには，中問層の増大化とその

るのは，必ずしも日本だけではなく，欧米先進国も同様　　　層の住宅需要に支えられて持ち家所有が大衆化したこ

のようだ。イギリスの公営住宅注1）やアメリカの公共住　　　と，いま1つには，低所得層の膨大な二一ズヘの対応策

宅注2〕も，戦後の長い制度運営の中で大きな問題が現われ　　　として国家が直接または間接に支援する公共住宅や社会

てきている。それに対してドイツやフランスの社会住　　　住宅が大量に建設されたことであろう。前世紀には支配

宅注3〕は比較的良好に維持されてきているが，制度的硬直　　　的なストックであった民間借家は，戸建持ち家と公共／

化の問題がないわけでない。　　　　　　　　　　　　　　杜会住宅の2大ストックの台頭の中で，すっかり隅に押

　欧米でも，日本でも，本格的な住宅政策が登場するの　　　しやられた感がある。持ち家と公共／社会住宅を2極と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　すは，第2次大戦がもたらした未曾有の住宅不足への対応　　　した住宅の棲み分けの問題，抽象的には，tenure（住宅所

を契機としてであり，その核心を形成したのは，マス・　　有形態）は，戦後の住宅問題を論じる際の最も基本的な

ハウジングという形での対応であったが，戦後四十余年　　　キーワードとなっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　表1　持ち家率とテニュアの構成の国際比較　　　　　　　　　　　　単位（％）家1 オ守り啄竿C7一ユ■v〃同肌）’閂rπ’』臥
’

単位：（％）

国　名 持ち家率 借家の形態と構成比 持ち家率の変化

アメリカ 公共住宅 民営借家 63．5

（1980） 64．4 1．4 34．2
（1985）

イギリス 公営住宅 住宅協会 民営借家
　　　■民営借家

社宅ほか 662

（1981） 58．1 28．8 2．O 家具無 6，O 家具有 2．9 2．9 （1987）

．
ドイ　ツ 社会住宅 民営借家 393

（1978） 37．O 18，O 45．0
（1987）

一
フランス HLM 民営借家 民営借家 社 宅 無 償 543

（1982） 50．7 13．5 家具無　26．0 家具有 1．51 4．O 4．3 （1988）

’日　　本 公営住宅 公団・公社 民営借家 社 宅 613

（1983） 62．4 5．4 住宅　　2．2 24．5 5，2 （1988）

（注）アメリカ（1980），イギリス（1981），ドイツ（1978．1987），フランス（1982．1988），の各データはサンサスによる。

　　アメリカ（1985）はアメリカ住宅調査，イギリス（1987）はイングランド住宅割育調査，日本（1983．1988）住宅統計調査による。
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　ところで，持ち家の普及状況は，先進国間でかなり異

なる。比較年次はやや不揃いとなるが，手元のデータで

もってテニュア分布状況を比べると，表1のようになる。

持ち家率の高低は，生活水準や都市化の程度でもってど

うも説明できない。豊かな国でも持ち家卒の高い国と低

い国があるからだ。

　住宅政策に関する話題の書，『持ち家所有の神話』注4)を

著わしたケメニーは，国レベルのテニュア・パターンに

ついて，きわめて示唆に富む指摘をしている。先進資本

主義国が，持ち家中心社会（home－owing　society）と借

家中心社会（cost－rentingsociety）注5)の2つに分けられ

るというのである。前者にはイギリス，アメリカをはじ

め，カナダ，オーストラリア，ニュージーランドなど，

主として英語圏の国が属するといづ。これに対し，後者

はドイツやスウェーデン，オランダなどが該当する。

　注目すべきは，ケメニーが指摘する両社会の特徴で，

持ち家中心社会については，持ち家率が高いこと，それ

も戦後に急増が見られること，公共賃貸セクターが貧弱

でストックが少ないこと，従ってテニュアの選択がひ

じょうに限られている点にあるという。一方，借家中心

社会の特徴として，持ち家がテニュアの一形態となって

いるが支配的でなく（戦後持ち家ブームが起きなかっ

た），公共賃貸セクターがよく開発されていて，持ち家セ

クターと十分競争できること，賃貸セクターが公共賃

貸・半公共賃貸，民間賃貸などに分かれていて，費用家

賃を原則にしていること，ユーザーは，持ち家，借家に

加えて，コーポラティブなど住宅選択の幅が広いことを

挙げている。ケメニーが，とくに持ち家中心社会を問題

とするのは，公共賃貸セクターを住宅を購入できない層

の住宅と位置づけているため，同セクターへのアクセス

は，勢い低所得層に限定されてしまい，これが公共賃貸

住宅に福祉住宅の刻印が押される原因だという。

　アメリカやカナダが持ち家に傾斜した社会というのは

よくわかるが，一時は公共借家率が3分の1にまで達し

たイギリスを持ち家社会と規定するケメニーの視角は，

まことに鋭い（この点はあとで考察する）、、借家中心社会

の特徴点も，現実のドイツやスウェーデンを思い浮かべ

るとき，大体，妥当しているように思う。

　さて，問題は日本であるが，ケメニーのパラダイムに

従えば，持ち家中心社会と規定されるのは明らかである。

上に例示された国と比べるとアメリカと並んで持ち家社

会への傾斜が著しい。だいいち持ち家率は6割を越える

し，公共賃貸住宅はたかだか8％で，民間借家セクター

は大きいが，費用家賃の原則が働いているわけでない。

日本ではテニュア選択の幅がきわめて狭く，公共賃貸セ

クターのストックは住宅としての魅力が著しく欠け，民

間賃貸セクターは家賃の高いことだけが目立つストック

で，ユーザーの選択はどうしても持ち家セクターに追い

込まれることになる。

　分析のスタートとして，日本は持ち家中心社会の様相

を色濃く持っていることを，まず押さえておきたい。

2． 持ち家社会の国際比較―ウサギ小屋の神話―

　それでは，日本の持ち家社会への傾斜はどの程度のも
　　　　　　　　　のかという，疑問が涌いてくる。

　表1の持ち家率をもう一度見ると，日本はイギリスや

アメリカと同列の6割台を占めている。フランスは5割

台であるが，H　LM（適正家賃住宅）注6）などの社会住宅が

日本の公共賃貸の倍近い割合を占め，借家中心社会のカ

ラーを少なからず持っている。国連統計などを見ると，

第3世界の，とくにアジア圏の国では，インフォーマル・

セクターの住宅が統計に含まれないこともあって，持ち

家率は7，8割台に及ぶものがある。そういう点から持

ち家率の高さでもって一国の居住水準を単純には割り切

れないが，先進資本主義国で6割台といえば，持ち家が

最も高度に普及している国の部類に入ることは間違いな

いであろう。

　それでは，持ち家社会と規定される国相互に居住水準

を比べるとどういうことになるのか。これについて，す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ思い浮かぷのは日本の住宅に対するウサギ小屋の比楡

である。しかしこの言い方は，日本の住宅事情を余りに
　　　　　も感覚的に捉え過ぎた換喩で，正確でない。アメリカや

イギリスの1980年頃までの指定統計や単発調査では，住

宅床面積は調査項目に入っていなかったが，ここ数年の

調査でそれがわかるようになったのを知った。そこで，

米・英・仏と日本の床面積の比較対照を，できるだけ最

近のデータについて行ってみたところ，実に意外な結果

が出た。

　表2は，テニュア別に平均延べ面積を比べたものであ

るが，面積測定が国によって異なっていて，アメリカは

外壁の外側で測定，イギリスとフランスは外壁内側で測

定しているため，日本の外壁の壁心で測るやり方に調整

してみたものを併記している（括弧内の数値）。イギリス

とフランスは戸建と集合建の別に延べ面積がわかるが，

アメリカは戸建のみ，日本は建方別にはわからない。総

計を調整値で比較すると，アメリカの平均延べ面積は146

㎡で他をはるかに引き離しているが，この値は戸建に

限っていることも注意しておく必要がある。注目すべき

は日本であるが，全住宅平均延べ面積は89㎡で，イギリ

スの78㎡をかなり上回っており，フランスの86㎡をも追

い越しているという信じ難いデータである。ウサギ小屋

どころではないのである。

　そのような結果が出てくる理由は，日本の持ち家の平

均延べ面積が117㎡と高いことにある。アメリカの持ち家

は153㎡で，それには到底かなわないとして，イギリス

85㎡，フランスの100㎡を引き離しているのである。借家
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表2　住宅所有形態別・建方別平均延べ面積の国際比較（国別）

国　別 調査年 型別 持ち家 民間借家 公共借家

アメリカ 1985 戸建 159（153） 116 ×

イギリス 1986 戸建 83 76 71
集合 61 56 56

計 82（85） 70　（73） 70 （73）

　一フフンス1984 戸建 101 84 ×
集合 77 59 ×
計 96（100） 67　（70） ×

日　本 1988 ・　計 117 42 46

単位：㎡

社会住宅　　　　　計

77
45
57

82
68

69　（72）

56

152　　（146）

78
51
75（78）

97
65

82（86）

89

（注）1）床面積の定義は次のとおり。
　　　　　アメリカ：未完成の屋根裏部屋，住宅内埋込みのガレージなどは除く。
　　　　　　　　　　地下階は完成，未完成にかかわらず床面積に入れている。
　　　　　　　　　　数値は回答者の申告による。不明のときは調査員が住宅の外壁周りを実測している。　（中位値）
　　　　　　　　　　なお，戸建とモービルハウスのみの面積で長屋，共同建は除く。
　　　　　イギリス：内壁面積について調査員が測定した。店舗併用住宅も含む。　（中位値）
　　　　　フランス：回答者の申告による内壁面積。居住目的以外に利用される室の面積は含まれない。
　　　　　日　　本：住宅の各階の床面積の合計。玄関や土間，店，事務室などは含む。
　　　　　　　　　　別棟の倉庫，作業場は含まない。アパートは共有部分は除く。
　　2）（　）内数値は面積調整値。日本は外壁中心値で測定しているのに対して，アメリカは外壁外側で測定，イギリス，フラン
　　　　スは外壁内側で測定しているので，日本の面積を1として，アメリカは1．04，イギリス，フランスは0．96の係数で除し，
　　　　調整した。
　　3）日本の「社会住宅」欄は給与住宅を指す。
（出典）　アメリカ：アメリカ住宅調査，イギリス：イングランド住宅事情調年フランス：国立統計経済研究所住宅調査，
　　　　日本：住宅統計調査

についてみると，アメリカは戸建の借家であるので一応

論外として，イギリスもフランスも，公共借家と民間借

家との両方であまり変わらず，70㎡前後であるのに対し，

日本の公共借家46㎡，民間借家42㎡で両国との格差がみ

られる。ちなみに，公共・民間を合わせた借家平均延べ

面積に対する持ち家平均延べ面積の面積倍率をみると，

アメリカ1．37，イギリス1．17，フランス1．42に対して，

日本は2．64で，持ち家の規模が借家に対して異常に高い

（正確には借家が異常に低いというべき）のがわかる。

　同様に，大都市圏について所有関係別の平均延べ面積

を比較すると表3のようになる。ニューヨークは戸建し

かわからないので別にして，ロンドン，パリ，東京を比

較してみる。ロンドンの戸建は，いわゆるハウスのこと

であるので，戸建，二戸一，長屋を合わせたものである。

持ち家といっても二戸一や長屋を買い取ったものが多い

せいか，民間借家の規模と大きく変わらない。パリでは

戸建は全体の2割で集合住宅が大半を占める。持ち家の

合計では，戸建のウエイトが高い東京が93㎡で一番規模

が大きく，次いでパリ85㎡，ロンドン79㎡の順となる。

民間借家の計では，ロンドン64㎡，パリ54㎡に対し，東

京は32㎡で極端に小さい。ロンドン，パリでは借家の水

準が相対的に高いのが全体平均に反映しているのに比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　べ，東京は民間借家の水準がきわめて低いにも拘らず，

持ち家の水準が高いのに均されて，全体平均は，ロンド

ン，パリにかなり接近している。

　以上から明らかなごとく，日本は，持ち家の普及はア

メリカ並みで，持ち球の規模水準はアメリカとは開きが

あるものの，イギリスやフランスの水準を目に見えて引

き離している（このデータはストックについてのみ比較

したものであるが，近年のフローのデータでは彼我の較

差はさらに広がる）。大都市圏で比べても，全く同様のこ

とが言える。ところが借家の水準はというと，欧米に比

べて断然悪い。まさにケメニーが指摘するところの，持

ち家が多いことと，借家の水準が極端に悪く国民の志向

表3　住宅所有形態別・建方別平均延べ面積の国際比較（都市別） 単位：㎡

都市別 調査年 型別 持ち家 民間借家 公共借家 社会住宅 計

ロンドン 1986 戸建 84 82 72 75 82

集合 56 47 46 47 50

計 76 （79） 61　（64） 55　（57） 50　（52） 67 （70）

ノぐ リ 1984 戸建 94 78 × 79 91

集合 71 50 × 66 60

計 81 （85） 52　（54） × 66　（69） 66 （69）

東 京 1988 計 93 32 43 50 60

（注）及び（出典）は表2に同じ。
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は持ち家に著しく傾斜せざるを得ないという，二重の意

味において，日本は歴然とした持ち家社会である。

3．持ち家社会の国内比較―一階層差・地域差―

　それでは国内的にみた場合，持ち家はどのような分布

状況を示しているか，階層別，地域別に，簡単に見てみ

よう。

　まず，図1は，1988年の住宅統計調査について，世帯

主の年収別の持ち家率をみたものである。収人の高低と

持ち家率が見事な比例関係を示しているのが明瞭であ

る。年収100万円前後では，持ち家卒が46％であるのに村

し，収入が高くなるほど持ち家卒は．上昇し，500万円層で

75％，1500万円層では実に9割に及んでいる。15年前の

1973年の同じ調査で同様のデータをつくってみると（図

2），これでは収入のカテゴリーが年収でなく，月収と

なっているため，単純に比較できないが，全体的に傾斜

は緩く最も低収入のところで持ち家率は52％，最も高収

入のところで87％であることからみて，高収入層は持ち

家へ，低収入層は借家へという分極化が，年とともにす
　　　　　　　　　　　すんでいることが，大まかには窺える。

　日本の中での持ち家分布の地域差をみるために，1988

年の住調のデータをもとに，横軸に持ち家率，縦軸に持

ち家の平均規模をとり，府県単位にプロットすると図3

のようになる。両軸の相関関係が顕著であり，持ち家の

規模分布には，大きな地域格差があるのがわかる。東京

では持ち家率41％，持ち家平均規模60㎡に対し，富山県

の持ち家率は何と85％，持ち家の平均規模に至っては

153㎡である。子細に見ると，持ち家の分布パターンは大

まかにはAからEまでのおよそ5段階があり，持ち家分

布の地域差の要因には「都市性」と「風土性」の2つが

絡んでいるという類推がつく。

　都市性とは，大都市圏ほど借家卒が高く，人口や事業

所の集中傾向も強くなるから，土地の高地価化を反映し，

持ち家の規模が狭小化せざるを得ないことを意味する。

図中のAやBのグループは，いずれも大都市や地方中核

都市を抱える都道府県であることが，それを明瞭に物

語っている。

　風土性の差が明瞭に表われる（7）は，北海道，東北から

北陸にかけての積雪地帯と沖縄，鹿児島，宮崎，高知な

どの台風常襲地帯である。前者の地域では，冬季の長い

期間，屋内生活を強いられるため，広い土間，食料貯蔵

のスペース，夜長の団らんのための広い集まり部屋など

が必要となり，住宅規模は必然的に大きくなる。他方，

西日本の台風常襲地帯では，台風の風圧を小さくするた

め，家屋をできるだけ小作りにしてきた。これらの地域

では今でも結構平家が多い。

都市性とは，要するに，高度成長期において東京や大

阪への極端な人口集中を頂点、としてつくり出された都市
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図1　世帯主収入（年収）別持ち家・借家割合
　　（出典）昭和63年住調
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図2　世帯主収入（月収）別持ち家・借家割合
　　　（出典1〕昭和48年住調

借家

持家

借家

持家

化の全国差がその内容であり，風土性の地域差は端的に

は日本列島の長い緯度の差がもたらしたものである。持

ち家分布の著しい地域差は，この2つの要因の交錯の強

弱程度の差とも読めるのである。見方を変えれば，都市

性と風土性は住宅建設の与件であったともいえる。住み

手が住宅政策の力は当てにできず，持ち家取得という形

で対処していかざるを得ないプロセスで，マクロにはこ

の2つの与件が，それぞれの地域において，一定の住宅

規模水準にニーズが収斂していくよう作用していたと解
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釈すると，持ち家分布の著しい地域格差に何とか説明が

つくのである。

　持ち家と借家の混合割合，持ち家規模に大きな地域差

があるとすると，それらをもとにした住宅のフローやス

トックの総体的な住宅事情は，地域によって相当異なっ

た傾向を示すのでないかと考えられる。その点を明らか

にするため，主成分分析の手法を使って日本の住宅事’1青

の地域的なパターン化を試してみた。都道府県別の住宅

事情の類型化を行うことを目標に，住宅のフローとス

トックの特徴をよく説明するとみられる12の指標を選ん

で注7），主成分分析を行い，図4に示すような結果を得た。

第1主成分では平均延べ面積，1人当り畳数，新築注文

持ち家平均延べ面積，持ち家率など主として持ち家の規

模を表わす指標が正に高く寄与し，最低居住水準未満率，
　　　　　　　　　　　　　　　　　かかわ
非木造率，共同建率など借家ストックに関る指標が負に

高く寄与しており，この軸は「住宅の規模」を表わして

いるとみられる。一方，第2主成分では，日照3時間未

満卒，共同建率，通勤60分圏外率などが正に，持ち家率，

戸建平均敷地面積などが負に寄与しており，土地利用密

度の違い，より抽象化していえば，「都市化」の程度を示

す軸と見なされる。2軸の累積寄与率は76％である。

　いま，第1，第2主成分得点による各都道府県の位置

を求めると，相当なばらつきがあるのがわかる。相互近

接性からグループ化すると，AからEまでの5つに分け

られる。Aは大都市地域，Bは地方中核都市地域，Cは

九州，四国の外海沿いの地域で台風の影響の大きい西南

地域，Dは関東，太平洋，瀬戸内の中央地域，Eは積雪

のある北東地域という地域類型となる。

　居住水準や住環境水準などからみた顕著な住宅問題の

存在が示唆されるのは，図4の第IV象限に位置するA，

Bのグループ，それと住宅規模の狭小性において特異な

位置を占める沖縄箇≡8〕である。CないしEのグループは，

低居住水準，住宅の密集性，遠距離通勤の存在など，都

市化に起因する住宅問題の表われ方がA，Bグループに

比べてかなり小さい。富山県などは，持ち家卒85％，借

家と持ち家を合わせた平均延べ面積は153m2に及んでい
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る。こういう地域にあっては，マイノリティとしての借　　　　　　　　　　　層の持ち家志向がきわめて強く，それがまた，持ち家社

家層の住宅問題はそれなりに深刻なものがあろうが，い　　　　　　　　会化が一層促される要因となっていることである。

わゆる都市化がもたらした住宅間題は，顕在化を免れて　　　　要するに，日本は先進国の中でも持ち家志向のテン

いると見なせよう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ションがとりわけ，強く社会構造化している国であると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いえる。そして今日では，借家層の住宅飢餓感は，住宅

4．持ち家社会の問題性

　以上の検討から，日本の持ち家杜会化は，先進国の中

でも際立った進行ぶりを示していること，持ち家ストッ

クの規模的水準に限ってい之ば，欧米と比較して全く遜
しよく色ない水準まで到達していることが明らかとなった。

　日本の持ち家社会状況に問題があるとすれば，それは

次の2点に要約されるだろう。第一に，持ち家の普及に

著しい階層的，地域的偏りが認められることである。階

層的には，より高収入層における持ち家所有と，より低

収入層における借家入居への分極化が年々顕著であり，

地域的には，都市化のすすんだ地域ほど，借家が多くな

るとともにそこでの持ち家の水準は相対的に低くなる。

　第二は，日本の住宅は供給市場における持ち家と借家

へのテニュア分化が明確過ぎ，テニュアが限られること

での住宅の選択の幅が著しく狭くなるにも拘らず，持ち

家と借家の居住水準に著しい格差かあるため，借家居住

価格の対年収比がバブル経済下で急上昇するとともに一

層深まっており，無理に持ち家を取得すれば，過大なロー

ン負担がのしかかり，住宅飢餓感はさらに強まるといっ

た悪循環が拡大しいるのである。

　ところで。誤解のないようにここで指摘しておきたい

が，持ち家の存在それ自体はとくに否定されることはな

い。サウンダースは持ち家という所有形態は，存在論的

な安心感が生み出される源泉になっているという注9)。自

己所有の家は自分で維持管理していかねばならぬことか
　　　　　　　　　　　　ら，自助意識はおのずから涵養されるだろうし，自分の

家を保守管理することは地域を保全することに当然つな

がり，その意昧ではコミュニティ意識の醸成につながる

面も無視できない。持ち家所有は，保守的政治意識の形

成を促し，市民的連帯を掘り崩すという説もあるが，地

域の環境破壌に対する住民運動が，借家地域ではあまり

起こらず，かえって戸建地域などで活発なことからみる
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と，それも俗説と思える。

　ここまで深化した持ち家社会状況は，そう簡単には

バックさせられない。これからの住宅政策は，公共借家

中心に転換させるべきだという議論もあるが，財政的に

それはどうやって可能かという議論を越えて，社会主義

国の住宅団地の深刻な管理実態を持ち出すまでもなく，

いまさまざまな問題が起きているイギリスの公共借家地

域をはるかに追い抜いた地域社会を創出できるか疑問で

ある。後述するが，公共借家の供給手法には限界がみえ

てきているのである。

　この持ち家社会の現実を認め，持ち家の存在も容認す

ることを起点として，1つには，持ち家と借家のバラン

スの適正化を追求し，その過程で借家の質の向上を図っ

ていくこと，2つには，テニュアの中和化（tenure

neutra1iZation）注10〕につながる多様な住宅供給手法を創

出することから，テニュア選択の幅を広げ，持ち家基軸

社会の軸性を転換させていくことが，新たな政策の視点

として求められる。

11戦後住宅政策の形成と展開

1．公共／社会賃貸住宅の登場

　戦後の先進資本主義国の住宅政策は，大まかには，直

接的現物供給政策としての公共住宅（publichousing）な

いしは社会住宅（social　housing）と，問接的供給助成政

策としての持ち家建設助成を2つの柱とし，それら政策

の緊張関係の中で推移してきたといえるだろう。この2

つの政策がどうして戦後政策の中心に据えられたかを，

よく考えてみる必要がある。

　まず，前者についていうと，公共賃貸住宅が戦後政策

で台頭してくる契機となったのは，戦災による住宅滅失，

戦中期の建設手控え，大量の復貝軍人の住宅要求など，

第2次大戦に起因する未曾有の住宅不足であった。この

点で戦勝国も戦敗国も変わりはなかった。イギリスは，

第1次大戦直後，「戦士に家を」のスローガンのもと，

国が補助金を出し自治体が賃貸住宅を建設管理するとい

う今日の公共賃貸住宅制度の原型を最も早く確立した国

であるが，それが大きく前進したのは，何といっても戦

後であった。

　戦後の政策展開の手掛かりをつくったのは，アトリー

率いる労働党内閣であった。戦中の1943年，早くも戦後

に向けた住宅計画を発表し，戦後10年間で400万戸の住宅

建設が必要になることを訴えていた注11〕。英国民は，大戦

を勝利に導いたチャーチルの保守党より，労働者に住宅

を保障してくれそうな労働党を選択したのであった。し

かしながら，戦後直後の建築資材の不足や建設費の高騰

のため，年間20万戸目標の住宅建設が果たせず，年間30

万戸建設を公約した保守党に敗退した。同党が政権の座

にあった1951年から1964年までの全期問を通じて，大ブ

リテンの年間総着工戸数はほぽ30万戸で推移した。公営

住宅についてみれば，最初の3年問は20万戸強，平均し

て年問15万戸程度，全期間で合計にして実に197万戸の公

共住宅を建設している。従って公共住宅の着工戸数全体

に占める割合は，多い年で3分の2，少なくても半分に

達していたわけである。

　同政権は，1956年住居法で，公営住宅の供給を漸減さ

せつつ，スラム地域の住宅改善に重点を移してしていく

政策を打ち出し，1957年住居法でその制度を強化してい

る。50年代の10年問で36万戸の住宅が除去された。保守

党はニュータウンの公共投資は高くつき過ぎると見なし

たが，ロンドンの衛星都市建設に続き，グラスコ“一，マ

ンチェスター，バーミンガムの過大防止のための新都市

づくりにも結局乗り出すことになる。このように復興期

から成長期にかけ，公共住宅供給は，一国の住宅政策の

中心に据えられていったのである。

　ドイツ（ここでは西ドイツを指す）も事情は同様であ

る。現物供給政策の政策的仕組みは，イギリスと異なっ

て杜会住宅と呼ばれるが，基礎が固まるのは第1次大戦

後の住宅不安が募ったワイマール共和国時代である。労

働組合や教会を中心に非営利住宅供給組織がつくられ，

やがては国の財政支援を得るようになり，一時は学校や

図書館までも経営するようになったが，ナチス時代に活

動を停止させられた注12〕。しかし，戦後の混乱期の中でこ
　　　よみがえ
の政策は蘇り，大きく発展していくことになる。連邦が

成立した1949年の時点で，住宅不足は，空襲や市街戦に

よる200万戸から250万戸の破壊，東ドイツからの約750万

人の流入などで，全土の残存住宅950万戸に対し，450万

戸ないし500万戸に及ぷと見なされた。

　この膨大な絶対的住宅不足が圧力となって，1950年の

第1次住宅建設法において社会住宅という用語が定義さ

れ，今日の制度的基礎が出未上がる。ドイツの制度は，

イギリスや日本の直接的公的賃貸住宅の供給と異なっ

て，所有は本来，非営利の公益法人など民間団体で，こ

こが建設・管理をすすめ，国はそれに建設補助また融資

を行い，不動産税の減免の恩典を与えるのと引き換えに，

一定の期間，低収入層，特定住宅困窮層の入居など，拘

束条件を求める内容をいう。1950年以後数年問，社会住

宅の建設量は，総住宅建設戸数の約7割に達したが，徐々

に低下していき，1970年前後においては，3割程度に落

ち込んだ注13〕。

　アメリカに公共住宅制度が登場するのは，世界恐慌が

発生し，それからの回復をねらった，ルーズベルトの

ニューディール政策の一環としてである。戦後の住宅政

策は持ち家助成政策を根幹として発展していくが，それ

でも公共住宅制度は，1949年法において，戦前を上回る

形の大きな位置づけを得ることになる。すなわち，この

法律において，「アメリカの全家庭が良質な住宅と適切な
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生活環境を享受する」ことを戦後住宅政策の基本目標と

規定したのは有名であるが，ここで，膨大な住宅不足の

緩和とスラムの解消が，重点施策として謳われた。

　この戦後住宅政策の基本法はきわめて難産であった。

法案は1945年から審議が始まっている。不況時代の民間

住宅金融制度の崩壊に続く，第2次大戦下の住宅建設の

手控えによる住宅不足，さらには，復員軍人の住宅要求

などが重なり，全米では膨大な住宅不足が滞積された。

さらには，戦後直後から大都市市街部への南部農村から

の黒人層の流入が起こり，スラム地域が拡大傾向をみせ

始め，それが大きな社会問題となった。法案提出者は，

公営住宅建設を住宅政策の重要な柱にしようとしたが，

住宅建設業者，不動産業者，住宅金融業者などからなる

圧力団体の猛烈な反対に遭い，結局，民間ディベロッパー

を住宅供給に大幅参加させるという，提案時よりかなり

後退した線で，やっと成立をみたのである注14)。

　この法律には以後6年間で，80万戸の公営住宅を建設

する方針が盛り込まれたが，1950年に朝鮮戦争が勃発し，

公営住宅の建設予算は軍事費増強の名目で早速削減の憂

き目を見たため，当初計画では年間13．5万戸の建1設が割

り当てられていたが，実際には，1950年1200戸，1951年

1万戸しか建たなかった。ちなみに，この事業の始めら

れた1939年から1968年までの30年間をとってみて，よう

やく66．7万戸になる。

2． 持ち家助成政策の展開

　以上，戦後直後における公営住宅や社会住宅の政策形

成過程をやや詳しくみたが，共通していえることは，第

2次大戦が史上空前の社会的住宅不足を生み出し，単に

低収入層に限定されないマジョリティーの国民の住宅要

求が，政策形成の引き金になったということである。イ

ギリスでは，労働党政権がきっかけをつくったものの，

本来的には労働者層の利益代表者ではない保守党政権下

において政策の基礎が固められたことが，何よりもこの

事実を象徴的に物語っている。

　戦後，国民住宅として登場した公営住宅ないしは社会

住宅は，そのストックの累積が飛躍的に増加し，住宅不

足も緩和していくにつれて、徐々に低所得層のための住

宅という色合いを深めていった。一方，60年代から70年

代にかけての経済成長の過程で，ホワイトカラー中間層

が社会階層の中で構成比率を強めていくとともに，この

層の住宅需要は持ち家志向に収敏していった。公営住宅

に入居したブルーカラー上層においても，家族規模の増

大，収入の上昇ととともに、持ち家への転出が現われて

くるようになった。このような動向が住宅政策に反映し，

60年代には持ち家助成政策が一定の方向性を明瞭にして

くる。

　イギリスでは，持ち家助成政策の兆候は50年代の後半

から現われてくる。1956年の住宅補助金法で，早くも公

営住宅の補助金の削減の方向が打ち出され，1957年家賃

法で大掛ブ川な家賃統制の廃止が行われ，自由市場への

復帰の道ブ戸敷かれた。50年代から60年代前半にかけての

保守党政権時代は，失業卒低く，個人収入も安定的に伸

び，民間住宅建設の資金を受け持つ建築組合には膨大な

大衆の貯蓄資金が流れ込んだ。このような状況を背景に

持ち家市場は活性化し始める。60年代後半には，住宅着

工は戦後最大のピーク期を迎えた。この時期に政権を担

当した労働党は，メレットの評価によれば，トーリーの

住宅政策の救貧原則（residual　principle）を受け入れる

という大きな政策シフトを行った注15)。年間50万戸の住宅

計画を打ち出し，公営住宅の供給を基本に置いたものの，

公営住宅居住者では相対的に収入の高い労働者がかなり

を占めるようになり，これらの層に表われた強い持ち家

志向に答えて，所得の低い層の持ち家取得を支援する選

択的住宅融資補助制度を導入した注16)。地方税の割引制度

も実施された。この時点で今日の持ち家制度の原型はほ

ぼ整ったことになる。

　アメリカでは，戦後直後から持ち家助成政策が華々し

くスタートする。1949年の住宅法において戸建持ち家の

取得援助を目的としたVA（復員軍人局）とFHA（連

邦住宅庁）のモーゲージ融資政策が制度化されたが，こ

れらを利用しての持ち家取得者は急増した。1950年の人

口1000人当りの着工戸数はイギリス3．9戸，日本4．3戸に

対しアメリカは12．9戸と抜きん出ていた。50年代から60

年代にかけて住宅着工量は，150～200万戸台で推移した。

この旺盛な住宅建設を支えたのは，増大するホワイトカ

ラー中間層によるアメリカン・ドリーム実現のための戸

建持ち家需要であった。60年代の終わりからは持ち家取

得者に対するモーゲージ利子の所得税減税と固定資産税

の減税が実施されるようになり，持ち家所有はさらに優

遇されるようになる。

　この持ち家政策の推進は，テニュアを2分する深刻な

住宅問題を生み出した。すなわち白人層は概して郊外の

戸建持ち家に住み，豊かな自然環境を満喫し，黒人層は

大都市内部の低質借家に閉じ込められるという地域対比

が全国土にわたって現象した。これに対する黒人のプロ

テストが公民権運動となって60年代後半に爆発する。そ

の成果は1968年の住宅都市開発法で，1949年法の全国民

が良質住宅を確保すべきとした宣言条文を再確認し，低

所得層の住宅難対策として，民間低家賃住宅の建設助成

や低所得層向けの持ち家取得助成などの制度を盛り込ん

だ。それら刺激策が功を奏し，1972年の住宅着工量は史

上空前の238万戸に達した。1968年からニクソン政権に変

わる1973年までの6年問で公営住宅の建設は37．5万戸に

及んでいる。この期間は，戦後のアメリカの住宅政策の

中で，低所得層のための公共住宅政策の積極的介入の
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あった唯一の時期であるといえる。

　アメリカのような自由市場重視の国において，強い公

共介入が行われたのは，黒人やプアホワイトの住宅難が

深刻化し，それに起因する住宅改善運動が，公民権運動

やベトナム反戦運動と一体化し，ジョンソン政権を体制

的に脅かすまでになったからである。住宅問題はこの時

期，最大の国内問題になったが，以後そのような事態は

2度と到釆していない。

　ドイツの社会住宅は，一定の期間低家賃住宅としての

拘束を受けた後，民間自由市場で賃貸住宅に転換してい

くことになるが，1960年解除法が施行され，漸次解除を

受けたストックが増加していくに伴い，それらが家賃上

昇を促す懸念が出てきたので，1965年住宅手当が制度化

された。政府は持ち家取得への道を開き，建築貯蓄奨励

制度，建設費の税控除などを行い，低所得層の持ち家取

得には住宅手当まで受けられるようにするが，持ち家取

得層は必ずしも増加しなかった。社会住宅とその拘束の

解けた自由賃貸住宅のストックがだんだん厚みを増して

いき，中間層にとっても一定水準の借家の選択が容易に

なったことが，持ち家志向ブームが起きなかった理由で

あろう。いま1つの点として，ドイツではイギリスやア

メリカのように大手の分譲住宅産業（speculative

builder）が存在していないことも留意しておく必要があ

ろう。

　紙面の都合で省略するが，HLMなどの社会住宅の供

給を中軸に据えてきたフランスも，70年代くらいまでの

政策の流れは，大体のところドイツと同様の展開になっ

ている。

3．日本の戦後政策の特徴

　これまでの検討から，結論的にいえることは，英・米・

独・仏のいずれの国においても，戦後直後の1950年前後

に公営住宅ないしは杜全住宅による公共介入政策を確立

していることである。それを成立させた要因は，第2次

大戦が引き起こした空前の住宅不足が内政の最大問題と

なったためである。4カ国を通じてこのような危機白勺状

況が訪れるのは，アメリカにおいて70年前後の数年間が

あるきりである。50年代から60年代にかけて住宅不足数

が減少する一方，英・米などでは増大するホワイトカラー

中間層の政策要求が持ち家助成政策の拡充を促し，石油

危機などによる不況の大波が押し寄せる中，70年代は持

ち家供給の最盛期を迎えたのであった。

　戦後の日本の住宅政策の展開過程は，すでに周知のこ
　　　　　　　　　　　　　　　とであるので，ここでは，日本の辿った道も，上述した

イギリスやアメリカとマクロには同様であることを指摘

するにとどめる。

　 戦後直後の我が国には，欧米諸国に勝るとも劣らぬ膨

大な住宅不足が顕在化した。空襲による消失，強制疎開

による除却，戦争中の供給不足，海外引き揚げ者の需要

などがその内容で，420万戸の不足と推定された。これは

当時の我が国の住宅総数の3分の1，都市住宅の2分の

1に当たる量であった。1945年6．25坪の応急簡易住宅30

万戸を全国主要戦災都市に建設する計画を策定，供給が

開始されたが，1946年に地代家賃統制令の継続が確認さ

れれたことにより，民間の賃貸住宅の建設が手控えられ，

住宅不足は一向に解消の兆しをみせなかった。建設量が

1949年になって急激に落ち込みを示したこともあって，

ようやく1950年住宅金融公庫を設立し，個人持ち家や賃

貸住宅建設に対する融資制度を開いた。さらに翌年，国

庫補助により予算措置だけで建設されていた庶民住宅

が，公営住宅法として法的に裏打ちされた。

　これで，今日の3本柱の供給体系の2本までが整っだ

ことになるが，昭和28，29年に朝鮮戦争の特需景気後の不

況が深刻化したこともあって，昭和20年代後半の住宅建
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設量は，表4に示すごとく，昭和20年代前半に比べて捗々

しく伸びなかった。国民の住宅要求は大都市を中心に再

び強いものとなり，1954年成立した鳩山内閣は，住宅不

足の解消を内政の最重要課題に位置づけ，組閣を成功さ

表4　戦後復輿期の住宅建設戸数の推移 単位：千戸
年度 昭和 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

種類 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33
計

政
公営住宅 81 49 42 43 27 32 27 33 58 53 52 47 47 47 638

府 公庫住宅 H ⊥ ■ ’ ■ 62 49 55 56 42 54 73 83 92 566
計
画

公団住宅
一 ■ ■ ■ 一 凹 ’ ■ 一 I一 20 23 35 30 l08

住 厚生年金住宅等24 106 73 44 24 26 21 23 22 17 26 23 25 25 479
宅 1」・　計 105 155 115 87 51 120 97 111 136 112 152 166 190 194 1，791
民間自力建設住宅 131 304 511 654 319 217 149 179 183 183 250 280 283 309 3，952

合　　計 236 459 626 741 370 337 246 290 319 295 402 446 473 503 5743

（注）1）本表のうち，公庫住宅では，昭和30年度から昭和33年度までの各年度は2千戸，13千戸，30千戸，30千戸の増築を含んで
　　　　いる。民間自力建設住宅では，同様に昭和27年度から昭和33年度までの各年度は17千戸，17千戸，22午戸，16千戸，22千
　　　　戸，25千戸の増築を含んでいる。
　　2）r厚生年金住宅」等の中には，入植者住宅，国家公務員宿舎，僻地教員宿舎，特別会計政府機関宿舎，国鉄，電々等宿舎
　　　　などを含む。
（出典）　昭和34年建設白書
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せ，翌1955年には年間42万戸建設を目標とする住宅建設

10箇年計画を策定するとともに，大都市圏に居住する中

間サラリーマン層を対象とした新たな公的賃貸住宅の供

給組織として日本住宅公団法が制定された。

　かくして住宅供給の3本柱が揃ったことになるが，こ

れら柱が立てられていくライトモチーフは，膨大な住宅

不足の問題が常に基底にあり，それに急性の住宅悪化が

短期的に浮上し，社会問題化したことへの対症療法策と

表5　昭和16年と23年の修正持ち家率1)の変動

都市名　15年農業就業者率2〕1510～編入率3〕～23．8繍入率　16年修正持ち家率A4〕23年修正持ち家率B　B－A％戦後建設持ち家率E5〕変動率6〕

①持ち家建設型

浜　松
岐　阜
広　島
岡　山
東　京
横　浜
長　崎
川　崎
福　岡
仙　台

8，8
12．9
4．4
8．2
4．9
9．1
8．3
9．6
6．2
8．3

12．2－U
1O．1－U

O．6－R

30，6
26，7
21，5
18，7
20，3
26，0
20，5
24，5
21，5
16．3

63，4
57，0
50，8
47，7
43，6
48，8
32，7
36，1
31，4
25．6

32，8
30，3
29，3
29，0
23，3
22，8
12，2
11．6

9．9
9．3

44，0
39，1
33，9
33，8
23，5
24，9
12，9
17．l
lO．2
9．3

32，8
30，3
29，3
29，0
23，3
22，8
12，2
11，6
10．3
9．3

②持ち家建設十テニュア転換型

神　戸　　　　0，7
名古屋　　　　215
大　阪　　　　　0．6

　旦　　　　　　　2．9
③テニュア転換型

新　潟　　　　　1．7
函　館　　　　3．7

札　幌　　　　　3．1

2．2－U　　　3．7－R

　■」　　　　　　5．5－R

7．6－U　　　　　　・一
④一貫型

金　沢　　　　　10．6　　　　　　　　一一8．O－U

9．0
：5．7
8，6
26．2

26，9
24，0
22．3

：廻3

34，9
35，0
24，3
39．2

25，9
19，3
15，7
13．O

15，7
15，8
10．0
5．8

28，5
19，3
15，7
13．O

36．6　　　　　　　　9．7　　　　　　　　3，3　　　　　　　　13，6
33．1　　　　　　　　9．1　　　　　　　　　1．9　　　　　　　　　　9，1
30．0　　　　　　　　　7．7　　　　　　　　　1．9　　　　　　　　　　7．7

46．4　　　　　　　　7．1　　　　　　　　0．8　　　　　　　　　9．5
修正持ち家率の変動値（B－A）が5％以下の都市群

佐世保

1」・倉
京　都
八　幡
尼　崎
横須賀

6．7
6．3
3．8
2．3
1．3
1．9

7，0－R

2，7－R

11，0－R
6．8－U
O．1－R
4．5－U
33．5－U
28．5－U

22，2
22，2
16，1
18．2
9，4
32．5

26，7
26，7
20，0
22．1
12，0
34．9

4．5
4．5
3，9
3．9
2．6
2．4

4．7
2．0
0．2
2．4
3．O
1．5

12．2

6．5
4．0
5，3
12，7
11．0

注）1）修正持ち家率は，本文でいう都市持ち家率の推計値に相当する。
　　2）農業就業者率は，昭和15年国勢調査，第2巻から有業者総数に占める農業就業者の割合を求め，計算した。
　　3）編入率は，昭和15年10月から16年10月までに編入された町村および昭和16年11月から23年8月間に編入された町村にっいて，昭
　　　　和15年国勢調査から普通世帯数を求め，全市の普通世帯数に占める比率を示した。
　　4）昭和16年，23年修正持ち家率は次式によって算出した。
　　　　（16年修正持ち家率）＝（16年持ち家率）一C
　　　C：（15年農業就業者率）十（15年10月～16年10月編入普通世帯率）×O．7（R），×0－3（U）
　　　　（23年修正持ち家率）＝（23年持ち家率）一C－D
　　　D：（16年11月～23年8月編入普通世帯）×O．7（R），×0．3（U）
　　　表中，R，Uは編入地域が農村部（R）であったか市街化の進んでいた地域（U）であったかを示す。R，Uの区分は①編入された
　　　行政区域が村（R）であったか町（U）であったか，②昭和55年市域による各市の5万分の1の地図上に昭和15年10月，16年9月，
　　　23年8月時点の市域境界線を入れ，編人地域の昭和20年前後における市街化状況（「日本図誌大系」による，得られない場合は昭
　　　和55年時点の市街化状況を参照した）の2点から判断した。
　　　0．7，O．3の係数は農村部では編入世帯の7割を，また市街化が進んでいた地域では3割を各々農家持ち家と推定したことによる。
　5）戦後建設持ち家率Eは，昭和23年住宅総数に占める昭和20年から23年に建設された持ち家の割合を示す（建設時期と所有関係と
　　　のクロス集計は「日本都市年鑑・昭和26年用」pp．100－101から得た）。
　6）修正を加えずに23年持ち家率から16年持ち家率を引いた値。
　　　・類型は，昭和16年に比べ，23年の修正持ち家率が上昇した都市（（B－A）値が5％以上）について，B－AとE値，B／A値をもとに
　　　おこなっている。以下に基準を示す。
　　　①　持ち家建設型……E≧5％かつE＜B－A。
　　　②持ち家建設＋テニュア転換型……E≧5％かつE＜B－A。
　　　③テニュア転換型……E＜5％，B／A＞1．3以上。
　　　④　一貫型……③に類型した都市がいずれもB／A＞1．35以上であるのに対し，金沢は，戦前から持ち家率が高く，B／A＝1．18
　　　　　で，一貫型として③とは分けた。
　　（出典）　檜谷・住田「わが国の戦前戦後の持ち家所有の推移プロセス」建築学会論報，392号・p．140
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してであった。この点は，欧米における住宅供給政策の

形成過程と類似の面がないではない。

　非常に違う点は，イギリスやドイツなどが，公共住宅

ないしは社会住宅による公共介入を行い，住宅不足の緩
　　　　　　め　　ど
和にある程度目処をつけてから，漸次持ち家助成に政策

を拡大させていったのに対し，日本では民問自力，とり

わけ，持ち家建設基調ぺ一スが自由放任的に形成され，

公共介入による賃貸住宅ストックの形成が後手に回った

こと，質的にもきわめて低い水準のものであったことで

ある。表4によると，民問自力建設の中味はほとんどが

持ち家とみてよく，政府計画セクターの中でも，公営住

宅や公団住宅などに比べ，公庫住宅の建設量が相対的に

高いのが注目される。

　著者らは，昭和16年の大都市住宅統計調査と昭和23年

の臨時住宅統計調査を比較し，前者で対象となった24都

市のテニュアがどう変貌したか詳細な検討を実施し，き

わめて興味ある結果を得た（表5）。表から戦前の都市で

は持ち家率は大阪の9％から金沢の39％まで分布に幅が

あるものの，全体として持ち家はマイナーなストックで

あったことがわかる。24市平均で持ち家率は22％であっ

た。それが昭和23年では41％に倍増している。戦災の被

害の程度とこの期間の市町村合併の影響などを考慮し，

非農家の持ち家の増加率を4つの都市類型に分けて求め

た。①は戦災で大量の住宅を滅失し主に戦後の持ち家建

設で持ち家卒を伸ばした型，②は戦前の借家が戦後買取

り持ち家となって持ち家率が上昇した型，③は①と②の

混合型，④は戦前戦後一貫して持ち家率の高い型，⑤は

両方ともに低い型である。全体的に見て①型の都市が多

い。また，全ての都市で昭和23年から28年にかけて持ち

家率は引き続き上昇している。さらに，昭和33年から5

年おきの持ち家率の変化を追ってみると，昭和33年から

48年にかけてようやく公・民の借家が増加し，ほとんど

の都市で持ち家率を下げている。要するに戦後の大都市，

地方中核都市の多くで，戦後復興期に持ち家率を急上昇

させていることが明らかである。戦後都市の住宅建設が

持ち家中心にすすむ基調は，戦後直後にほぼ出来上がっ

てしまっていたのである。

　1955年頃から日本は高度成長期へと入っていくが，と

くに，大都市圏において，復興期の住宅不足を解消でき

ないことに加え，地方からの若年労働力の大量流入，核

家族化の進行による世帯の細分化などに起因する膨大な

住宅不足が再び蓄積されていった。経済成長によって住

宅投資に一定の資金が回るようになり，また，民間の住

宅産業も徐々に再編されるとともに，大量生産，大量供

給の道が開かれ，民問住宅市場は昭和40年代の最活性期

を迎えた。大都市圏向けの補強的な供給対策として1965

年地方住宅供給公社法が制定され，公的セクターに住宅

分譲方式の住宅供給が加わることになる。急性の住宅不

足が顕在化したときに新たな供給制度が現われるという

図式は，3本柱の政策の成立経緯と全く同じである。

　公・民合わせた住宅着工量が急激な増加をみるように

なり，これまで朝令暮改的にすすめれてきた住宅建設計

画の策定が，不足数との対応でようやく見込みが立てら

れるようになり，1966年住宅建設計画法の制定で，5カ

年計画の立案が法的に明文化された。それまで住宅金融

公庫の融資戸数は年間10万戸台で推移していたが，70年

代を通じて加速度的に増加し，70年代末には融資戸数が

ついに60万戸に達する。かくして，日本は持ち家社会化

をひた走るのである。

lll．住宅問題の構造変化

1．政治経済環境の変化

　以上に見たごとく，60年代から70年代にかけて，欧米

諸国や日本は，経済成長政策を積極的にすすめ，かつ，

その成果はかなり上がった。大量生産をすすめることと，

　　　　　　　　　　　　　か大衆の購買力を高めることを噛み合わせ，それによって

国内市場を活性化していくという経済の基本戦略はほぽ

筋書き通りにすすみ，いわゆる高度大衆消費社会が先進

諸国に出現したのであった。好況に推移した景気と国民

の購買力の上昇を背景に，持ち家市場は活況を呈した。

各国の1950年以降の住宅着工戸数の推移をみると，60年

代後半から70年代前半にかけて着工戸数がピークを迎え

ているのがわかる。

　ところが70年代後半から80年代前半にかけて経済環境

は一変する。1973年と78年の2度の石油危機を契機とし

て，先進国経済は，インフレと国際収支の悪化という大

きな問題が顕在化した。石油価格の上昇に対処するため，

ハイテク化や情報化に向けた産業構造の転換は必至とな

り，とくに製造業において国際間，地域間の競争が激化1

していった。70年代を通じて経済発展は，徐々に地域問・

階層間格差を拡大していった。

　このような70年代の経済環境の変化を受けて，80年代

の各国の政治は新たな対応を求められる。ここにおいて，

アメリカ，イギリス，日本は，軌を一にした政治路線を

選択した。新・保守主義の台頭である。共通していえる

のは，「小さい政府」を目指し，財政規模の縮小をすすめ

るとともに，行政改革で人員を削減していくこと，その

一方で「強い国家を」を目指し，軍事予算を拡大させた

ことである。そして経済政策では，民営化（privatization）

と規制緩和（deregu1ation）を基本路線とした。当然のこ

とながら，住宅政策には大きな変化が現われた。

2．住宅政策の方向転換

　1979年登場したサッチャー政権は，戦後の福祉国家体

制を解体させるともみられる徹底した行政改革を断行し

た。まず公共部門において人貝削減と賃金抑制，国営企
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業の民営化をすすめた。地方自治体への補助金を大幅に

削減し，地方自治体の主要な守備範囲である住宅・福祉・

教育など各分野の権限を縮小し，福祉国家的方向をもっ

た施策の再編を図ることにより，全体として中央集権的

統制に従わせようとした。

　サッチャー政権が，地方自治体への介入をとりわけ，

徹底してすすめたのは，住宅政策の分野であった。1980

年住居法において，公営住宅居住者に自ら居住する住宅

の「購入権」を与え，市場価格の3割から5割の割引価

格で売却することを白治体に強制するとともに，公営住

宅の家賃引き上げと住宅売却金を住宅会計に繰り入れさ

せ，それによって補助金を打ち切った。さらに，88年住

居法では，居住者の同意によって，公営住宅を棟単位に

住宅協会や民間業者に所有管理権の移転ができるように

し，老朽化のすすんだ公営住宅を環境大臣が認可する住

宅改善信託（Housing &#160;Action　Trust）によって修復させ

るプログラムを組み込んだ。きわめてドラマティックな

政策介入が行われた結果，1979年から87年までの期間で

みて，約96万戸の住宅が払い下げられ，公営住宅の全ス

トックに対する割合は，32％から24％にまで低下した。

　1981年政権についたレーガンは，スタグフレーション

の解消を目標に，歳出削減，規制緩和，減税などを盛り

込んだ経済再建計画を打ち出した。州や自治体に対する

財政基本方針としては，住宅，保健，福祉，教育などの

各分野の特定補助プログラムを打ち切リ，包括的補助

（blockgrant）プログラムに切り替えていくとともに，

各分野ごとの総額予算を大幅にカットしていくことを断

行した。

　公共住宅については新規建設補助金を大きく削減した
　　　　　　　が，それだけに留まらず，管理費補助や住宅近代化補助

の削減も行った。家賃は収入の20％が妥当とされていた

ものを30％まで引き上げた。一方，持ち家に対する減税

は年々増額させていった。持ち家所有者の受ける減税の

主なものは，モーゲージ利子の所得控除，固定資産税の

控除などである。例えば1986年についてみると，住宅減

税は413億ドルであるのに対し，住宅補助支出はその5分

の1の104億ドルであった。減税と補助の収入階層に対す

る影響を見ると，収入1万ドル以下では住宅減税と補助

の平均月額は，減税分1．2ドル，補助21．4ドルに対し，収

入5万ドル以上では，それぞれ155．5ドル，0ドルであり，

レーガノミックスによる政策展開は，収人の高い層ほど，

住宅政策の恩恵が大きいという矛盾した成果をもたらし

たのであった注17)。

　日本では，1981年に誕生した申曽根政権以降，民営化

と規制緩和が内政の基本路線となっている。1980年当時

に政府が抱えていた莫大な財政赤字の解消を目標に，第

二臨調が設置され，その答申に基づいて電電公社，専売

公社，国鉄の3公社が民営化されることになった。建設

省関連では，民活法，リゾート法などが相次いで制定さ

れ，国土の拠点的整備を目指し，地域開発は新たな段階

に入った。住宅行政の面では、地代家賃統制令の廃止，

建築基準法の諸規制の緩和，借地借家法の改正，住宅金

融公庫の融資枠の拡大など，住宅市場活性化を狙いとし

た一連の規制緩和対策が進行している。

3． 古典的住宅間題の解消

　公共／社会住宅という形の現物供給政策は，先進国の

戦後住宅政策の中で急成長し，最も中心的位置を占める

ようになった政策であるが，以上から明らかなごとく，

1980年代に人って，予算を大幅に減らし，傍系の施策に

押しやるという方向が鮮明になってきたわけである。

　その直接的理由は，財政緊縮が至上命令となり，福祉

的分野の予算といえども背に腹は替えられぬということ

であったが，そこにはより根本的な理由が存在していた

ように思う。それは、戦前から引き継がれ，戦後直後に

極限に達した古典的住宅難（労働者層とは切っても切れ

ない関係にあった膨大な住宅不足と飢餓的住宅状態）が

1970代でほぼ解消され，現物供給政策をやめてしまうま

でには至らないが，住宅政策の第一の柱に据えておく必

要がなくなってきたということではなかろうか。最近の

住宅統計はそのことをよく示している。

　米・英・仏・日の各国の1980年の住宅総数は，1950年

に対し，それぞれ1．92倍，1．55倍，1．65倍，2178倍となっ

ており，とりわけ，アメリカ，日本の伸びが著しい。1980

年の1000人当りの住宅数は，アメリカとイギリスはとも

に390戸，フランス436戸，日本330戸で，日本のストック

数が相対的にやや少ないが，それぞれの国の平均家族規

漠を考慮すると，ほぼ妥当な戸数水準に達している。空

き家率は，国によって定義が若干異なるが，1980年では

大体5ないし9％で，住宅数が世帯数をかなり上回り余

裕が出ているのがわかる（表6）。住宅不足数の解消が明

らかである。

　つぎに住居状態について，アメニティの比較として水

道，便所，浴槽の3項目を取り上げ，1980年前後の屋内

表6　空き家率の国際比較
単位：％

年アメリカイギリスフランス日本

1950　　　4．5
1960　　　6．1
1970　　　6．2
1980　　　　　7．1

2．5　　　　　　　　　3．7　　　　　　　　　0．4
2．1　　　　　　　　　5．2　　　　　　　　　2．5
4．0　　　　　　　　7．8　　　　　　　　5．6
5．6　　　　　　　　　7．8　　　　　　　　　8．6

1984　　　　　　　　　　　　　　　　　7．7
1985　　　8．4
1988 9．4

（出典）アメリカは50，60，70，80年はセンサス，85年はアメリカ
　　　住宅調査，イギリスは50，60，70，80はセンサス，フラン
　　　スは国立統計経済研究所住宅調査，日本は50＝48，60＝63，
　　　70＝73，80＝83として住調による。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：（％）

専用水道　専用便所専用浴室基本設備1〕
国　別 …査 あ　　り　あ　　り　あ　　りあ　　り

アメリカ 1980 ×　　　　×　　　96，797．3

イギリス 1981 ×　　　　　　　97，2　　　　　　98．195．32〕

フランス 1984 99，6　　　　　　89，3　　　　　　87．785．0

日　　本 1983 94，0　　96，6　　88．3．96．83〕

表7　アメニティの充実状況の国際比較

基本設備1〕

　（注）1）水道，便所，浴室の全てを専用するもの。
　　　　1）水道の専用を除いているもの。
　　　　3）水道と台所の専用のもの。
　（出典）アメリカ，イギリスはセンサス，フランスは国立続計

　　　　経済研究所住宅調査，日本は住調

専用化の傾向を見てみると，表7となる。アメリカ，イ

ギリスは個々の項目について不明の部分もあるが，全体

として基本的設備が充足しているかどうかを示す項目

で，95％程度の住宅が充足を示している。イギリスでは

1950年の時点では，例えば，浴槽が共用か不備の住宅は

45％に及んでいたし，アメリカでは3つの基本設備のど

れかが共用か不備の住宅は34％であったから，この30年

間の住宅改善はまことに顕著といえる。フランスは水道

の普及は100％近いが，便所，浴槽とも9割弱で，3つの

設備を全部備えている住宅は85％である。日本は水道と

便所の専用化はアメリカ，イギリスと並ぷ100％近い充足

振りでおるが，浴槽の専用化はフランスと並び9割弱で

ある。全体的にみて，30年間で4力国の住宅のアメニティ

改善が著しくすすんだことは間違いない。

　過密居住の水準として「1室当り人員」を取り上げ，

同じく4力国の1980年前後の1室当り人員の分布をみた

ものが表8である。戦前は「1室当り1，5人以上」を過密

居住と見なしていたが，この表では，このカテゴリーに

該当する住宅は1％程度である。居住状態が改善されて

きたこともあって，近年では「1室当り1．0人以上」を過

密と規定しているようであるが，この指標ではアメリカ，

イギリスとも該当住宅は4％前後である。フランスは若

干指標のとり方が違うが，やはり3％前後である。一方

日本は14％であり，他の3力国に比べるとやはりやや高

い。しかし，少なくとも欧米3カ国では，前世紀以来の

住宅政策の大きな課題の1つであった過密居住問題はほ

ぼ解消されたとみてよいだろう。

　　このように1980年頃の時点で，欧米主要国では住宅の

絶対的不足やアメニティの不備，過密居住などで表わさ

国　　別　　　調査年　　　0．5人以下

れる19世紀釆の古典的住宅難は，マクロには脱却できて

いた。労働者層の住宅事情は全体的には改善され，公共

／杜会住宅を要求する社会的圧力は戦後直後に比べると

かなり減退した。公営住宅政策の背景は大きく変わった

わけで，サッチャー政権やレーガン政権は，この事実に

敏感に反応したと読めるのである。

4． 公営住宅政策の硬直化

　イギリス，アメリカ，日本の公営住宅の現状を冷静に

見てみると，いずれの国でも，ストック全体に見られる

低水準性，温情主義的な管理運営などのために制度全体

の硬直化が根深く進行しているのがわかる。根本的な問

題は2つに要約できるが，公営住宅の母国であるイギリ

スについて，それを見てみよう。

　①マス・ハウジング（mass　housing）状況

　ダンレビーは，1945年から1975年までのイギリスの公

営住宅政策の評価をマス・ハウジングという視点から概

括した。戦後のイギリスの諸都市は，公営住宅の建設で

不良住宅は一掃され，確かに全体的に底上げされたが，

小住宅からなる景観と地域生活が破壊され，新たな住宅

の不平等をもたらしたとみる。彼は，市場経済の中で住

宅が供給されるのと異なって，画一的な住宅で構成され

る平板な団地，つまりマス・ハウジングであることに問

題の根元があるとみたのである注18）。

　彼の議論の展開とやや異なるが，マス・ハウジングが

もたらした問題は，私なりにまとめれば3つあると思う。

第一は，大量供給システムが生み出した住宅団地景観の

非人間性である。この問題の原因は，建設予算の少なさ

や設計者のデザイン資質の低さといったこともあるが，

より根本的には，短期間に大量建設を可能にするため，

標準設計や工業化工法を根幹とする大量供給システムを

採用したことにあり，構造的に生み出されたものである。

1960年代のイギリスでは工業化工法はピークに達し，住

宅形態的にはほとんどが高層住宅であった。高層住宅が

どういう点で非人間的かということの客観的な解明が十

分された結果のことでないが，バンダリズムがとりわけ

高層団地で多く発生したこと，より直接的には，1968年

にロンドンのローナン・ポイントの21階高層団地で起

こった火災が大きな惨事になったことなどが引き金と

表8　1室当り人員の国際比較

0．51～O．75　　0．76～1．001．O1’一1，50　　　1．51以上

アメ　リカ
イギリス

フ　ラ　ン　ス
本

1980　　　61，4　　　　20．5
1981　　　56，1　　　　22．2

1982　　　　　×　　　　　　　×
1983　　　30．8　　　　242

13．6　　　　3．1　　　　1－4
18．4　　　　2，7　　　　0．6

X　　　　　　　　×　　　　　　　　×
30，7　　　　10．1　　　　4，1

単位：（％）
1．01人以上

4．5．
3，3
2．5ホ
14．2

（注）、居住水準を別に定めており，それに比べ1室少ない場合を過密，2室少ない場合を超過密としているが・超過密の場合が・

　　　1室当り1人以上にほぼ該当するとみられる。
（出典）　表7に同じ。
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なって，1970年代以降，公営住宅の供給システムは，低

層化，団地サイズの小規模化，在来型工法への回帰が基

調になっていった。

　第二は，官僚主義的な管理運営である、イギリスは，

最盛期においては国全体で3分の1のストックが公営住

宅であったわけであるが，大都市のバラ地区の白治体な

どでは，7割，8割を占めているところがあった。そう

いう地域では，団地の管理運営が縦割り行政の中でうま

く機能せず，修繕のクレームに迅速に対応できず，また

清掃，ゴミ収集業務なども滞り勝ちで，大団地ほど管理

運営が硬直的なため，老朽荒廃化が著しくなり，それら

がまたバンダリズムの激化を誘発した。

　第三は，入居選考制度の問題である。大量に建設され

た住宅への入居選考を公平かつ迅速にすすめるため，周

知のごとく，待機登録制度（Waiting　list　System）が採

用された。これは，住宅困窮を点数評価し，点数の高い

申告者から順にアロケーションをすすめていく方法であ

る。自治体によって点数評価の仕方が若干違うが，例え

ばロンドンの典型的な公営住宅集中地域であるハック

ニー自治区では，1年待機すれば2点加算だが、家族数

に対し1室不足であれば20点加算，浴室や台所が共用で

あれば，それぞれごとに17点加算，もし家族がばらばら

に住んでいる場合では10点加算といった具合である。申

告者は早く入居したいため，家族がわざと分かれて住む

とか，わざわざ過密居住の住宅を選ぶとか，最も確実な

方法は，同居がもとで親子喧嘩が絶えないと父親かレ、訴

えてもらうとか，意図的にホームレスになることであっ

た。やっと入居の順番がきても，申告者には何の選択権

もなく，不満があってもあてがわれた住宅に入屠せねば

ならず，そこに10年は住まないと，住み替えが聞き届け

られることはまずなかった注19)。

　これら3つの問題は，いずれも大量供給・大量管理の

制度が生み出す構造的問題であるといえる。ドイツの杜

会住宅は，主に非営利の公益法人によって建設運営され

たが，その中の1つ，ノイエ・ハイマートでは，実に30

万戸の社会住宅を管理するまでに成長した。しかし経営

的誤算と管理の失敗で70年代後半から80年代前半にか

け，財政的苦境に陥り，加えて私欲を肥やしていた経営

層の腐敗が露呈し，結局，住宅を売却し，組織を解体さ

せられる羽目となった。この事実は，大量又トックが温

情主義的に経営される場含の末路を象徴的に示してい

る。

　大量供給・大量管理のシステムが国家的な規模で展開

されたのが社会主義国の住宅である。ロシアや東欧では，

上に示した3つの問題，つまり，デザインの非人間性，

官僚的管理運営，機械的入居選考などは，より大規模に，

より組織的に展開された。このような住宅経営が居住者

にもたらす一番大きな問題は，住宅の選択権を奪われ，

半ば拘禁的に住まわされることの反射として，居住者は

常に店子意識1から脱却できず，住宅改善・生活向上意識

を退化させてしまうことであろう。

　②残余階層化（residualization）

　イギリスにおいて公営住宅の供給が制度的に定着化し

始めた20年代では，その供給対象は労働者階層全体に及

んでいたが，30年代のスラムクリアランス事業がすすん

だ時代にはスラム居住者の住み替え対象住宅にセットさ

れた注20)。戦後復興期から経済成長期にかけてのマス・ハ

ウジング時代にはウエイティング・リスト制度が住宅困

窮の貧困層を公営団地に集中させる漏斗装置の役割を果

たした。さらに，サッチャー政権になって，公営住宅の

払い下げ政策をはっきりと打ち出し，その中での公営住

宅の存在理由は極貧層の住宅救済策であることを鮮明に

した。

　residualjzationとは，公営住宅が貧困や高齢，障害な
　　　　　　　　　　て　　かどの理由で，特定層の住み処になっていく現象を指すが，

Malpassは，この現象が一般補助金を導入して建設して

いた当時はさほど問題にならなかったが，家賃割引制度

を採用した頃から変化が明瞭になり，公営住宅の払い下

げがそれを加速したとしている注21）。

　アメリカにおいても，イギリスと同様，近年になるほ

ど公営住宅の残余階層化がすすんでいる。制度設立当初

の30年代後半では，きわめてモデル的に運営された嫌い

はあるが，入居者の最高所得は家賃の5倍とされ，福祉

的な色合いは少なく，むしろ一般低所得層向けの対策と

して機能したが，戦後になって，都市再開発事業に組み

込まれ，スラム居住者の受け皿住宅に位置づけられたこ

ろから，徐々に特定貧困層に限定されていった。少しデー

タが古くなるが，NAHRO（全国住宅再開発公務貝協議

会）が行った1986年の全国調査によって，公営住宅居住

者層の特化傾向をみると注22)，黒人世帯60％，ヒスパニッ

クの世帯が24％に及んでいる。60％強が子供のある世帯

であるが，その半分が1人親世帯である。また，高齢単

身世帯は全世帯の18％に達する。全国の平均世帯収入は

2万5000ドルであるのに対し，公営居住世帯の平均は

7170ドルであった、、
　　　　　　　　同様な経過を辿っていることは，日本についても明瞭

である。公営住宅法の発足当初においては全世帯の80％

のカバー率を占め，庶民住宅としての役割を果たしてい

たが，その後インフレに対応した収入基準の改訂が行わ

れなかったため，カバー率は低下の一途を辿り，半ば暗

黙の内に，第1種住宅で収入第II5分位層，第2種住宅

では収入第I5分位層，つまり最低収入層向けに位置づ

けられているのである注23)。

　以上のごとく，イギリスやアメリカ，さらには日本に

も該当するが，今日のこれらの国の公営住宅居住者は，

マスハウジング的環境と残余階層化を促す政策の影響化
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　　　　　　　　　　　　　　のもと，貧困者のスティグマを貼られながら，低水準住

宅に拘禁されるよう居住することを余儀なくされてい

る。いずれの国も，一方では持ち家政策が著しく進展し，

それが，全国的に住宅不足を解消し，住宅水準を全体的

に飛躍的に押し上げる役割を果たした。結果として，戦

後の住宅政策は持ち家層と公営層に断絶を生み出すよう

に作用した。持ち家層の最大の特典が居住地や住宅の選

択が自由に行えることであるのとは対照的に，公営住宅

層の人権上の最大の問題は，住宅選択の自由が拘束され

ていることであると極言して差し支えない。

5． 住宅手当政策のクローズアップ

　80年代に入るとともに，欧米諸国では供給者サイドの

建設補助から需要サイドの家賃補助への政策シフトが明

瞭になってきている。家賃補助政策がクローズアップし

てきている各国共通の背景として，2つの点が指摘でき

る。1つは，70年代に入って，石油危機が引き金となっ

てインフレがすすむ中，民間賃貸住宅の家賃がそれに引

きずられ上昇したことへの対策として従前から行われて

いた政策が強化され始めたこと，いま1つは，前節で指

摘したごとく，70年代までで住宅の量的不足がほぼ解消

され，建設補助政策の荷を軽くすることが，折からの国

家財政事情の中で考えられ始めていたことである。家賃

補助政策の狙いや効果などからみて，イギリスやアメリ

カと，ドイツやフランスで大きく違いがあるようである。

　イギリスで世帯への家賃補助が初めて導入されたのは

1972年の住宅財政法を通じてで，公・民両セクターに実

施された。公・民共通する公正家賃（fairrent）が定め

られ，公営住宅の家賃もその水準まで家賃値上げ（約

20％）することが求められ，その補完として低所得層へ

の住宅手当制度が実施された。サッチャー政権になって

からは，家賃を上げる方法以外での公営住宅への補助を

打ち切った。その結果，公営住宅の建設は激減し，建設

補助金支出は減少した。しかし一方で退職者や失業者が

増加したため，大まかには補助金減少分総額の半分は，

住宅手当の増額で埋め合わせる事態となっている注24）。

　アメリカにおける家賃補助政策の実施経過はもう少し

込み入っている。1965年の住宅・都市開発法で創設され

たが，主旨は公営住宅に入居資格がありながら入居でき

ない低所得層が，適切な民間賃貸住宅に居住するのを援

助する点にあった。公営住宅に非白人層が集中するのを

避け，都市内分散を図ろうとする狙いもあったが，実際

にはそうならなかった。1974年住宅コミュニティ法でこ

の点が見直され，第8条家賃補助制度に改められた。こ

の制度は既存住宅や修復住宅も対象とされた。住宅は入

居者が自分で探すのを原則とし，補助は家主に支払い，

家主の住宅改善意欲を刺激するようにした。

　　レーガン政権は，上記の補助制度は残しながら，公営

住宅供給を削減していくのと引き換えに，1983年住居法

で住宅バウチャー（Housing　Vaucher）制度を設けた。

補助額は実際の支払い家賃に関係なく収入の3割と公正

市場家賃の差額とし，入居者に直接手渡した。入居者は

公正家賃以上の家賃の住宅に住んでもよいし，それを下

回る家賃の住宅に住んで，余った手当を生活費に回して

もよいとした。この2つの制度は，ブッシュ政権になっ

て，1990年に制定されたアフォーダブル住宅法でも並存

されている。
　アメリカでは1970年来，建設側補助と需要側補助のど

ちらがよいかという点で長い政策論争が続いている。そ

のきっかけをつくったのは，1970年住居法で制度化した

住宅手当試行事業（Experimental Housing　Allowance

Program）で，約3万戸を対象に10年間家賃補助を続け，

その効果を検証するという壮大な政策実験であったが，

調査結果は，支持者も反対者も我田引水的な解釈を行う

という，いささか非科学的な結果を出して終わった。1990

年の時点で，その後の新たな市場の変化をふまえ，この

政策論争を検討したアプガーは，結論として住宅バウ

チャーや類似の需要側補助は適切な場合もあるが，いつ

どんな時でも正しいとは言えないとし，将来の住宅政策

は供給側補助か需要側補助かのどちらかということで不

毛な議論を続けるより，国は適切な選択肢を州や地方の

政策決定者に委ねる，許容力のある制度の創設に力を入

れる方が賢明だと結論している注25)。卓見ではなかろう

か。
　　ドイツの住宅政策では，供給側の援助策としての社会

住宅制度と需要側の援助策としての住宅手当制度を比較

的うまくバランスを取りながら政策をすすめてきている

ようである。戦前から続いた家賃統制を段階的に緩和す

るのと合わせ，家賃上昇を予想して1965年に住宅手当法

を創設し，1970年に大幅改正して現在に至っている。こ

の手当の主旨は，低所得層の住宅取得能力を高めること

に置かれ，住宅家賃あるいは建築費の負担の軽減のため

に，世帯人員，世帯収入に応じて支給される。1年ごと

の申告制度で運用されている注26)。1988年の受給世帯は，

借家では全借家の11％，全持ち家世帯の1％である。

　　ドイツの制度の非常に注目されるところは，資格のあ

る世帯に最も好ましい住宅の選択の余地を残しているこ

とで，持ち家取得の場合でも補助が出ることである。日

本であれば，低所得層は借家に入るのが当然で，持ち家

取得を援助するのは筋違いという議論が出てくるかもし
　　　　　　　　　い　かんれないが，収入の如何に拘らず，全ての世帯に住宅の選

択の自由を保障している点で，非常に筋が通っていると

思う。ドイツでは，社会住宅の供給が順調にすすみ，80

年代前半では，住宅不足が解消され，社会住宅の居住者

の中でも，収入の高い層が相対的に増加する傾向になっ

てきた。そのような動向の中で，住宅政策全体としては，
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社会住宅の新規建設をセーブするとともに住宅手当制度

に重点を移行させていったと見られるのである。

　フランスの住宅手当制度は，もう少し複雑であるが，

考え方は，低所得層の持ち家取得補助にも手当が出され

る点まで含め，ドイツと基本的に同じである。80年代に

なって社会住宅の供給に余裕が出てくるとともに，供給

援助政策より需要援助政策に重一点をシフトさせていって

いる。

　全体的に見て，イギリスとアメリカでは公営住宅予算

を削減する手段として住宅手当制度が導入された傾向が

強く，結果としては両国とも手当制度にかなりの出費を

強いられたとともに，市場家賃を全体的に押し上げる効

果も招いてしまったのに対し，ドイツと7ランスでは，

社会住宅ストックの増大と同住宅に住む中間層の増加を

背景に，この政策を重視し始めたという点で，かなりの

違いがあるようである。

　さて，日本はどうであろうか。地域特別賃貸住宅制度

や，公営住宅建替え促進に資する従前屠住者対策で家賃

補助施策を実施している。しかし，これらは厳密には，

建設される住宅の家賃を緩和させることが狙いの建設サ

イドの補助である。ヒトにつく，いわゆる需要サイドの

住宅手当は，東京都の特別区の新婚世帯向け家賃補助な

どを除いて，まだ本格的に実施していない。ところが，

最近，この制度を実施したらどうかという議論が、とく

に，野党筋から出てきているようである。公営住宅がな

かなか建たず，せめて住宅手当をというのなら，きわめ

て安易過ぎるし，選挙民向けの人気取り政策なら，何お

か言わんやである。

　前述した欧米の住宅手当の実施過程の検討から明らか

なごとく，日本が，ドイツやフランスと同様の余裕のあ

る借家事情にないことは確かである。日本で需要者補助

の政策を実施しようというのなら，その前に次の検討が

必要になろう。第一は，家賃補助の実施べースとなる公

正市場家賃をどう設定するかである。この政策は一定の

水準を確保している住宅の入居者になされるのが大前提

であるから，公正家賃は大都市では相対的に高くなり，

低所得層への補助額はかなりのものになってしまう。不

良住宅ストックの居庄者は施策対象とできないから，木

賃アパートなど問題の多い住宅の改善が先決だというこ

とになると，議論は振り出しに戻ってしまう。

　第二は，住宅手当を実施するとして，手当分だけ家賃

の上昇を招く恐れが十分にあるが，そうならない保証は

得られるかということでる。イギリスでは80年代に入っ

て家賃補助政策を強化していったが，そうなってからの

家賃上昇が顕著なことが，いい教訓になる（表9）。それ

よりも，民間はもちろん公共賃貸の場合であっても，家

賃構成要素に占める地代相当額の割合は相当なものであ

るから），家賃補助など手の込んだことを実施するより，．

地価を下げる政策が効を奏する方が，はるかに影響は大

きいのではなかろうか。

　検討にやや手間取ったが，私は，日本の住宅政策を供

給側補助から需要側補助にシフトさせていくことに関し

て，現時点ではまだ期待がもてない。

表9 家賃レベルの推移，1971～1987（イングランドとウェールズ）

家賃（ポンド／年） 実質家賃指数（1979＝100）

1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988

公営住宅　　住宅協会

　129　　　　　　　　一一
　143

　179　　　　　　　257）
　195　　　　　　323）
　216　　　　　　　373
　248　　　　　　　399
　287　　　　　　　469
　304　　　　　　　524
　332　　　　　　　556

　401　　　　　　　　651
　594　　　　　　　726
　702　　　　　　　812
　728　　　　　　　892
　765　　　　　　　970

　810　　　　　　　　　　1．024
　853　　　　　　1，114

　896　　　　　　　　　　　　ユ，188
　982　　　　　　　　　　　　1，300

民間賃貸 公営住宅　　住宅協会
109

］2
129
121

／08
106

1106
104
100
102
135
147
146
146
146
149
150
157

民間賃貸

253
252
288
309
343
377
433
483
564
642
726
767
864
902

1．027
1．067
1，245

（110）
（120）
111
102
104
107
100

　99
　99
102
107

111
110
116
119
124

137
125
123
106
101
96
102

工00
99
101
105
106
114
112
123
123
137

（注）成人男女の平均収入は11．36（〕ポンドである（1988年4月）。
（出典）Whitehead，C．，et　a1，H011sing　St／1dies，Vo1．5，No．3，P．152

－44－



lV．新しい住宅供給政策のシナリオ

　　　ー中間セクター論の提唱一

1．戦後住宅供給政策の総括

　以上において，主にはイギリス，アメリカを念頭に置

き，必要に応じてドイツ，フランスを加え，それらの国

と日本を比較しつつ戦後の住宅供給政策の展開過程を検

討してきた。マクロに見て，イギリス・アメリカとドイ

ツ・フランスの間で住宅政策の考え方や枠組みに違いが

あり，日本は前者と共通性が多いことなどが読み取れた。

しかし，総まとめとして強調したいのは，そのことより

も，比較した国全体に見られる共通点である。以下，2

つの点に要約して述べる。

①階層対応政策の行き詰まり

　各国共通した戦後住宅供給政策の特徴は，低所得層を

対象とした公共／社会住宅供給政策と中・高所得層を対

象とした持ち家助成政策を両輪とし，住宅の量的充足を

旗印に掲げ，クルマをひた走りに走らせてきたことであ

る。その結果，住宅不足はほぽ完全に解消され，居住水

準の改善も飛躍的にすすんだ。その点では大きな成功を

収めたが，一方で，この住宅政策ではアクセスできない，

残余階層と残余住宅の存在がクローズアップしてきてい

る。

　そもそも持ち家政策と公共／社会住宅政策は，ホワイ

トカラーや中小経営主，資本家などを支持基盤とする保

守党と労働者層を支持基盤とする社会民主政党による，

政党政治の対立関係の中で成長してきた住宅政策であ

る。戦後直後から50年代にかけ，住宅不足が社会全体を

覆っていた時代では，公共／社会住宅は国民住宅的役割

を果たしたが，60年代から70年代にかけ，生活水準が全

体的に向上する中で国民の持ち家要求が大きくなり，労

働者層にもそれが波及するに及んで，公共住宅における

残余階層化の政策が顕著になっていった。サッチャー政

権が公営住宅の払い下げ政策を打ち出したのに対し，労

働党までもがその支持に回ったことは，労働者層におけ

る持ち家要求の増大がその背景にあったことを如実に物

語っている注27〕。

　それでは残余階層とはどういう層か。端的にいえば，

保守党や社会民主政党の支持勢力からはじき出されてい

る階層である。具体的に指摘すると，ホームレス，ハン

ディキャップ，高齢者・若年単身層，外国人労働者など

が該当する。また住宅市場においては，持ち家と公共／

社会住宅の谷間にあって住宅政策から落ちこぽれていっ

たのが民間賃貸住宅であるのも明白で，上記の残余階層

の居住が最も多く見られるのも，この種の住宅において

である。さらにはこれらの民間賃貸住宅が集中的に立地

するのは大都市の市街部であり，残余階層と残余住宅が

ドッキングし，いわゆるインナーシティ問題をつくり出

しているのは，周知の事実である。

　また，イギリス，アメリカ，日本などでは，ケメニー

が指摘するところのhome－owing　societyへの傾斜がと

りわけ顕著であるが，持ち家取得層と借家居住層の階層

間の緊張関係が厳しいことに加え，近年における住宅・

土地価格の著しい上昇の中で，後発の中間層が持ち家を

取得できなくなり，かといって公共／社会住宅の残余階

層化政策がすすむ過程では，そのセクターにもアクセス

できず，行き場を失いつつある事態が深まっている。こ

の動向は，とりわけ日本において深刻である。

　②マス・ハウジングの行き詰まり

　公共／社会住宅供給と持ち家供給のそれぞれの政策

は，いずれも，はやく，多く，安く，という三拍子揃っ

た大量供給システムの創出となって具現した。50年代か

ら60年代にかけて，このシステムは，大量の住宅不足を

解消することにかけては威力を発揮したが，同時に，大

きな地域問題を生み出した。2つの点が指摘できる。

　第一は，人文景観と自然景観の歴史的蓄積が，次々と

画一的住宅地景観に置き替えられていったことである。

1つに公共集合住宅団地，いま1つに戸建の郊外住宅団

地がある。前者にしても後者にしても，農地や丘陵地を

大規模に平坦化し，そこに標準設計や工業化工法に依拠

した住宅づくりを展開するという団地建設方式に大差は

なかった。そして，これら2つの代表的住宅地景観の谷

問で老朽荒廃化が深まったのが，上にも指摘した民間賃

貸住宅の集中するインナーエリアである。第二に，より

重要なことであるが，開発団地は，世帯主の年齢や職業，

収入，家族のライフステージが近似した特定の単一階層

に住まわれていき，居住地の分化や差異化が明瞭な形で

進行し，全体としては持ち家層の居住地と借家層の居住

地との間の社会的断層が拡大している。

　③90年代の住宅市場の大変化

　80年代までに生じた以上の問題に加え，90年代の住宅

市場は，一層の激変ブ戸すすむことが予想される。それは，

高齢化社会へ接近が徐々に速度を速める中で起こってく

る。一番大きな問題は，核家族層の増加率の急激な減少

と，それと対照的な単身層の増加率の急上昇である。ま

ず，90年代は若年単身層の急増がすすむはずである。住

宅市場において，世帯数との対応でみた住宅数は過剰傾

向を示していることに加え，今後に予想される核家族の

成長鈍化が新規住宅需要圧力を減退させることは必至

で，大都市圏を中心に形成されていた巨大住宅市場は，

縮小，細分化に向かうであろう。それとともにこれまで

のフロー中心の市場から，ストック中心の市場にシフト

を強めるに違いない。

　ユーザー個々の住宅二一ズは，ライフコースやライフ

スタイルの多様化がすすむにつれ，拡散の度を強めるで

あろう。それとともにこれまでのレディメード的供給形
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態は徐々に忌避され，オータ“一メード的供給への転換が

不可避となる可能性が強い。不特定多数を前提とした見

込み生産においても注文生産的要素を取り入れざるを得

なくなろう。買い手有利の市場展開が予想される状況で，

ユーザーの意識の発展次第では、生産過程そのものに

ユーザーが入り込む方向に需給関係が発展することは十

分考えられる。

　要するに，これからの住宅市場は，小市場性と市場ご

との特化傾向が強くなっていくことが考えられる、住宅

供給政策は，当然のことながら，小地域単位の需要特性

にフィットしていくことが求められる。ところが、今日

の住宅政策は，公共／社会住宅の供給を分担する公共セ

クターと持ち家の供給を分担する民間セクターに明確に

区分されていて，しかも，それぞれのセクターが高度成

長期に肥大化してしまった大量供給システムをそのまま

踏襲しているため，硬直化が著しく，多彩な顔を持った

小市場に機敏に対応できなくなっている現状にある。

2． 新しい住宅政策の胎動

　いま，アメリカやイギリス，日本で，住宅政策のリス

トラクチュアリングの模索が始まっている。詳しくは稿

を改めて論じたいが，きわめて注目される点を概略的に

スケッチしておきたい。

　アメリカではレーガン政権が，打ち続く財政赤字のも

と，住宅対策関連補助金を年々加速度的に削減したため，

その影響は低所得層の住宅事情の全般的悪化となって表

われた。そのような状況下で，地方政府，とくに大都市

圏の市町村は，連邦政府の援助を当てにできず，自助努

力で住宅政策に取り組まざるを得なくなっている。一方，

民間の経済活動では，金融の国際化や情報産業への参入

などを引き金とする活性化がすすみ，都心オフィスやハ

イテクエ場の建設などに向け，新たな設備投資を積極的

にすすめる動きが強まってきた。多くの地方政府は，民

問資本の開発をうまく誘導しながら，その中に低所得層

の住宅対策を組み込んでいく方策を模索し始めたが，近

年になって，きわめてバラエティに富んだ成果が表われ

てきている。

　敢えて要約すると，2つの政策カテゴリーに分けられ

るようである。1つは成長管理（growth　management）

政策のメニューである注28)。過大化またはバランスを欠い

た都市開発が居住地や自然景観の破壊を誘発するのを防

ぎ，都市成長を自制的にすすめるのを目的として，容積

率削減（down　zoning）や開発負担金（impact　fee）な

どの施策が行われている。いま1つは，アフォーダブル・

ハウジング（affordable&#160; housing」〕，つまり，中・低所得

層が適正水準の住宅を適正価格または家賃で入居するの

を支援する施策の展開である。リンケージ（linkage）や

複合用途地域制（inclusionary　Zoning）の方法で，開発

者にオフィスなどの建設と抱き合せで低所得層向け住宅

の供給を求めたり，信託の方法に基づく非営利組織

（community　foundation）を設立し，そこに企業，市民

などからのさまざまな形の基金を集め，それをもとに

中・低所得層向け住宅を建設していくとか，地方自治体

や州政府が民間企業とパートナーシップをつくり，同様

に住宅を建設していくなどの取り組みが活発になってき

ている。

　アメリカ全体から見れば，新たな住宅政策の構築への

動きは，数多くの地域で多彩にすすんでいるが，全体的

にみて，その成果はまだまだ小さい。しかし，重要なこ

とは，そこに住宅政策の新しいコンセプトが読み取れる

二とである。2つの点が注目される。1つには，自助と

協同の精神をもとに，居住者が主体的に住宅づくりに参

加するのをべースに置いていること，いま1つには，妥

協のない形に分離してしまった公的セクターと民間セク

ターの，それぞれの住宅供給方式に橋を架けようという

考え方が大きく出てきている点である。重要なことは，

その橋のコンセプトを地域民主主義に置いていることで

ある。

　アメリカでは，この住宅政策の新たな実験が土台と

なって，1990年10月，連邦議会が主導する形で，ブッシュ

政権と野党民主党の合作になるアフォーダブル住居法

（Affordable　Housing &#160;Act）が成立した。この法律はい

わゆるオムニバス法で，評価がむずかしい。しかし，私

は，上に示した住宅政策の2つの新しいコンセプトが流

れている、点で画期的と思う。イギリスで前世紀後半のボ

ランタリーな住宅運動は，近代的住宅政策の基礎とも見

なされる住居法を1890年に結実させたが，奇しくもちょ

うど百年後に，所を変えアメリカで，住宅政策の新たな

展望を持つ基本法が制定された意義はきわめて大きいも

のがある。

　イギリ又では，新しい住宅政策への取り組みについて，

アメリカほどに目立った動きはないが，地方自治体によ

る独自の地域住宅計画（LHP：Local &#160;Housing &#160;Plan）策

定の動向が注目される。イギリスでは労働党政権下の

1977年に住宅投資計画（HIP：Housing　Investment　Pro－

gramme）の策定が制度化された。地方自治体は，毎年住

宅需要の把握をもとに住宅投資計画を作成し，それを環

境省に提出し，それに基づいて国庫補助金が交付される

ことになったが、サッチャー政権は，この制度をそのま

ま引き継ぎ，HIPの1提出をもって，地方自治体をコント

ロールする手段に使ったのである。

　それに対し，大都市首長会を構成する自治体などにお

いて，HIPの提出を逆手に取って，独自の自治体住宅計

画，つまりLHPの策定につなげ，それをもとに自前の住

宅政策を展開しようという動きが出てきている。LHP

は，内容的には3つの特徴をもっている。1つに，地域
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住民の多様な住宅二ーズを把握し（これは中央政府への

HIPの提出において義務づけている点でもある），それ

を地域の住宅政策立案の基礎に置いていることである。

2つには，いずれの住宅階層にも偏らない住宅政策とい

うだけでなく，環境，医療，社会福祉，家族などさまざ

まな分野からの対応が必要という意味で総合的な住宅行

政サービスが構想されるていること，3つに，住宅政策

の決定プロセスやまちづくりの具体化に住民参加を重視

している点である29)。このLHPは，中央政府の住宅政策

の下位計画としてのHIPの側面と自立的住宅政策とし

てのLHPの両面があるわけであるが，後者の面がどの

ように地域に定着して行くか，その去就が注目される。

　日本においても，アメリカときわめて似通った新しい

取り組みが出てきている。2つの動きに今，目が離せな

い。1つは，東京都の特別区にみられる自主的な住宅政

策づくりである。東京都は地価急騰の対策として，1988

年に住宅政策懇談会を設け，独自の住宅政策を打ち出し

たが，これの支援を得て，とくに特別区自治体の数多く

が，それぞれの地域の抱える住宅問題の解決に自前の政

策を掲げ，単費を注ぎ込んで具体化し始めている。都心

区における住宅付置義務，高齢者や障害者向けの借り上

げ公共住宅，あるいは家賃補助など，日本版アフォーダ

ブル・ハウジングの取り組みが活発である。なかでも世

田谷区における住宅条例の策定は，内容的には憲章的色

彩が濃いが，総合的な住宅政策の構築を視野に置いてお

り，イギリスのLHPと相通じるものがある。

　いま1つに，地域に根ざした住まい・まちづくりとし

てのHOPE計画の展開がある。建設省が1983年から実

施し始めた制度で，国の住宅供給政策が完全に硬直化し

ている中，ひとり気を吐いている施策といえる。この計

画づくりが日本全土に行きわたった理由は，何といって

も，国の政策として押しつけるのではなく，地方の基礎

自治体が身の丈の住宅政策をつくろうとするのを口は出

さず，金だけ出して支援したからである。絵に描いた餅

に終わらず，住宅を軸とするまちづくりに具体化し，人

口過疎化や産業衰退化への総合的対策として展開しつつ

ある点が，最も注目されるところである注30)。

3． 住宅政策の新しい目標

　これまで，戦後の日本の住宅政策の総括的点検を，欧

米の住宅政策との比較を通じてすすめてきた。さて，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　れではこれからの日本の住宅政策は如何にあるべきか。

これからは専ら日本に問題を限定し，住宅政策の再構築

の構図を概略的に示したい。

　まず，住宅政策の目標であるが，それは次の3つの課

題の達成に置かれるべきであろう。

①住宅選択の自由の保障

　いま，先進国に共通する住宅政策の根本課題は，住宅

のテニュアに表われている持ち家と借家の断層を埋め，

それらを連統一体化し，居住者の住宅へのアクセスの自

由を保障することであろう。住宅における人権の保障と

は，居住する住宅や居住地の選択の自由を保障すること

以外の何物でもない。

　量の充足を第一目標に置いた戦後の住宅供給政策は，

これまで何度も指摘したように，所得をべ一スにして，

持ち家と公共／社会住宅を2分法的に供給することを基

本論理としてすすめられたが，結果として，量的不足は

解消された代わりに、持ち家と借家に越え難い断層を生

み出した。日本では、とりわけ，2つの大きな問題が表

われている。1つは，借家層の住宅事情が，持ち家層と

の対比で見て著しく悪いことである。民間借家は平均的

に見て戦後の極悪の状態からほとんど抜け出せていない

し，公共賃貸住宅では，近年，質的な改善傾向は少しは

見えてきているが，家賃が安いが故の住宅への隷属状態

から，いつまで経っても抜け出せないでいる。2つには，

近年，中間所得層は，持ち家価格が総体的に高くなり過

ぎてアクセスできず，公共借家は資格オーバーではじき

出され，住宅問題の煉獄を妨僅う事態となっている。

　本来，テニュアの選択は，ライフコースやライフスタ

イルに合わせ，合理的になされるべきものである。とこ

ろが日本では持ち家と借家の亀裂が深い故に，全ての層

が財産確保的視点から，挙げて持ち家を志向する社会と

化している。この事態を解消するためには，まず，借家

の質を高めること，公共賃貸住宅の魅力を増すことが問

われる。しかしそれだけでは消極的である。テニュアの

断層を埋め合わせるための積極策，例えば，社会住宅的

視点の住宅供給策．（民間住宅に公共的拘束策をかけるな

ど），需要者の供給過程への参加など，テニュアを中和化

する（tenure　neutralization）政策の展開が求められると

ころである。

②アフオーダブル・ハウジング

　当面する緊急課題は，中・低所得層が，適正価格また

は適正家賃で適正水準の持ち家や借家に入居できるよう

にすることである。この問題は，日本全体というわけで

なく，とりわけ，首都圏と近畿圏の2大都市圏において

打開が求められる。この意味で，階層問題と地域問題は

一体化しているといえる。

　低所得層においては，高齢者や障害者の住宅問題がク

ローズアップしてきている。この層に対する適正コスト

問題の解決は至難であるが，それにも増して高齢者に

とっての適正住宅のコンセプトが具体的に何も明らかに

なっていない。若年単身層は，従来の住宅政策の中では

私生児的存在であったが，現在，この層の住宅需要は増

大の一途にあり，これまでのようには扱えないことは自

明である。外国人労働者の労働や居住の問題が，大きな

社会的問題になりつつあるが，真っ先に住宅における人
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権の位置づけが問われる。これらはいずれもマイノリ

ティの住宅問題といえるものである。アフォーダブル・

ハウジングの住宅問題は，日本においてもマイノリティ

の住宅問題としての様相を帯びつつある点，新しい供給

政策の構築が問われるゆえんである。

　今日では，首都圏に住む中間層は，年収500～600万円

の中堅勤労者でさえ，収入の10倍を支払っても一応の持

ち家が取得できないという異常な事態となっている。こ

の層が持ち家取得を諦めたとして，さりとて公営住宅は

不適格である。公団の新築賃貸では20万円を越えるよう

な家賃になってしまう。年収600万円層なら，家賃負担限

界を粗収入の3割と見ても11万円止まりである。持ち家

取得に乗り遅れた後発の中間層（年収400～700万円層）

に対する新たな住宅供給政策の具体化が急がれる。

③コミュニティの再生

　大量供給を柱とする戦後の住宅供給は，歴史的蓄積と

しての地域社会構造を一変させ，画一的な団地景観をつ

くり出した。とりわけ，民間セクターの開発地域では，

住宅政策と都市計画の連携の欠如のため，社会資本整備

が弱く土地利用の混乱が目立っている。最も問題となる

点は，開発された住宅地はいずれも，新住民からなり，

十分相互交流がすすまなかったことに加え，住宅の住み

替え，職業間移動に起因する社会流動化に減速化の気配

は見えず，自立と協同がほどよく機能するコミュニティ

が一向に形成されていないことである。（私は，階層対応

の住宅政策がこの問題の遠因をなしているとみるが，こ

の点は稿を改めて論じたい。）これからの住宅供給におい

ては，居住者の地域への定着を狙いとしたコミュニティ

再生を重要なコンセプトにしていく必要があろう。

　さらに付言するなら，前述したごとく，90年代の住宅

市場は，小市場化に向かい，フロー中心からストック中

心の市場にシフトしていくことが予測される。また，住

宅二ーズが拡散多様化する中，住宅供給は注文生産的対

応を迫られよう。つまり，住宅供給は，地域に密着し、＜

まちづくり＞のコンセプトをべースに展開して行くこと

が，いずれにせよ，必須条件となろう。

4．住宅政策のパラダイム転換

　これまでの住宅政策は，階層対応をパラダイムとし，

住宅供給の3本柱を建て，それをもとに展開してきたが，

上述の①，②，③に提起した新しい住宅政策の目標を達

成するため，従来の政策公準を次の2点をキー・コンセ

プトに組み替えることを提起する．、

①地域性

　1章において明らかにしたごとく，今日の日本の住宅

問題の根幹は，住宅事情に著しい地域差が認められる点

である。概して地方都市圏の住宅事情は、持ち家供給が

すすむ中で改善が著しい。しかし住宅問題がなくなった

わけでない。例えば，過疎地域の農村住宅などには形を

変えた住宅問題が発生している。同じ地方中核都市でも

札幌圏と那覇圏の住宅問題は，子細に見ていくと様相も

構造も異なる。しかし何といっても，問題の大きさと深

刻さ故に，3本柱の住宅供給政策が機能しなくなってい

るのは，首都圏と近畿圏の住宅問題である。

　要するに住宅問題は，地域ごとに問題の本質が異なっ

ているのであるから，地域ごとに独自の取り組みができ

るような体制と手続きを制度化することが基本である。

第6期の住宅建設5箇年計画では，大都市圏政策を重視

した地域的視一点がかなり鮮明になってきたのが評価され

る。これをより徹底し，地域的視点を階層的視点の上位

に置く必要かごあろう。

　つまり，日本の全ての基礎自治体が自治体住宅計画を

策定することを基本にし，それのボトムアップとしてナ

ショナルな住宅計画がまとめられるべきであろう。自治

体住宅計画の策定では，前述したイギリスのHIPの策定

プブ参考になろう、何よりも住宅計画に総合性が求められ

る。すなわち，ハードな計画に終始することなく，住宅

行政と都市計画，社会福祉・保健，文化・教育などの各

行政との接一点を重視した施策体系を構築しなければなら

ない。

　ハードな分野についていうなら，行政地域＝サブマー

ケット，と捉え地域居住者の二ーズの把握をもとにした

住宅供給計画と住宅地整備計画の策定を，計画づくりの

基本的内容とすべきであろう。基礎自治体の単位では，

階層的視一点に立った住宅事情の把握が重要なのは言うま

でもない。

②中間セクター

　階層対応の住宅政策が生み出した最大の政策矛盾は，

持ち家層と借家層を2大別し，両者に断層を生じさせた

ことである。このテニュアの断層を埋め合わせるための

テニュア中和化政策が提起されねばならない。それをす

すめるキー・コンセプトが，住宅の供給・管理における

中間セクターの強化である。

　テニュアの中和化，すなわち，中間セクターの強化は，

供給サイド、需要サイド，住宅プロパーの3つの側面か

ら提起できるであろう。まず第一に供給者サイドからい

うなら、公共セクターと民間セクターがお互いの利点を

生かしながら、これからはパートナーシップを形成して

いく必要がある。別々のテリトリーで事業をすすめるの

でなく、組織は別でも1つのプロジェクトを協同ですす

める機会はもっと出てきてよい。その中でリンケージ政

策などの種々のアイテ了が具体化していくことが望まれ

る。

　第二に需要者サイドについてみるなら，上と関連する

が，持ち家層と借家層の棲み分けが改められ，社会的ミッ

クスがすすんでいくようにすべきであろう。持ち家と借
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家のストックが地域単位でバランス化し，1つの地域が

多様な居住層，多様な住宅から構成されることが肝要で

ある。そうなることがコミュニティ再生の鍵である。

　第三には，最も狭義の意味における住宅のテニュアの

中和化が積極的に計られるべきである。これには2つの

展開がある。1つは，住宅の供給から管理に至る各段階

で展開されるプロセスの中和化とでも呼べるものであ

る。例えば，いま，日本ですすめられているコーポラティ

ブ住宅は，建設プロセスは協同で行われ，所有はコンド

ミニアムとなるが，これなど典型事例といえる。いま1

つは，所有の中和化である。2段階供給の集合住宅で，

インフィルは持ち家，スケルトンは賃貸という事例など

典型的なテニュアの中和化の産物であろう。あるいはコ

モンスペースは共有になる1つの戸建住宅地域などもこ

れに該当しよう。

　中間セクターの強化策を展開していく上で，重視すべ

き2つの点がある。1つは，住宅運動的にみるとき，牽

引者となるのは中間階層であることだ。この層は，持ち

家―借家という2分法的住宅政策からはこぼれ落ち，住

宅に対する不満は大きいが，学歴も収入も概して高く，

住宅への潜在二ーズは明確なので，それを地域的に集約

していくことが重要である。いま1つには，いわゆる民

間賃貸部門は，今日の住宅政策から見捨てられ，イン

フォーマルセクターと化しているが，これをそれぞれの

フォーマルセクターがどう領域化していくかを真剣に考

える必要があることだ。民間賃貸部門の将来を突き詰め

て考えていった際に，到達する1つの概念としてここで

は中間セクター論を提起しているわけである。

　　　　　　　　　5．中間セクターの範疇

　中間セクターを育成することの主旨は，端的には，テ

ニュアの中和化にあるが，それでは，何をもって中間セ

クターというか，明確にしておく必要があろう。

　中間セクターとは，住宅に関する概念で，これに最も

近いのが，ヨーロッパの社会住宅であると言えようか。

もっとも同じヨーロッパでも，よく見てみると国によっ

て，実際に存在している社会住宅の中味はかなり違うよ

うだ。スウェーデンではコーポラティブ住宅が社会住宅

である。オランダでは非営利のhousing　companyによっ

て供給管理されている賃貸住宅を指す。ドイツでは，非

営利の住宅供給組織が供給している点は同様であるが，

公共の補助や税減免を受ける代わりに一定期間低家賃に

拘束され，その拘束期間中が社会住宅で，拘束が外れる

と一般の民間賃貸住宅となる。敢えて共通項を取り出し

てみると，1）非営利に供給され，2）費用家賃（cost

－rent）の原則で運営される，3）賃貸住宅である，という

規定が妥当なようである。

　しかし，ここでいう中間セクターは，上のように規定

される社会住宅の概念より，もう少し広義に捉えたい。

例えば，いま，日本で建設されているコーポラティブ住

宅のように，プロセスが協同的であれば，テニュアとし

ては持ち家でも構わない。公営住宅で，もしテナント・

コーポラティブで管理されれば，それを範囲に入れても

よいであろう。それらを例に控え目に定義すれば，純粋

に公共セクターが供給管理しているか，純粋に民間セク

ターが供給し個人・企業によって所有されている住宅以

外の住宅を指すと考えてよい。回つくどい捉え方である

が，テニュアの連続的分布が重要であるという視点に立

てば，積極的な面がないではない。
　　　　　　この点を敷衍し，中間セクターを積極的に規定すると

1）非営利の組織または事業によって供給された住宅で，

2）協同を原則に居住されている住宅ということになろう。

具体的に指摘すると，公益法人や信託を使った団体が非

営利の形で供給する場合や，あるいは農協や農住組合，

住宅生協，生協などの中間法人による住宅供給，あるい

はそのような組織はつくられていなくとも，現在日本で

供給されているコーポラティブ方式のマンションなどは

事業過程が非営利であることにおいて，上の第一の条件

に該当する。第二の条件については，所有・管理形態に

おいて持ち家と借家の境界を切り崩しているもの，例え

ば，半持ち家半借家の所有になっている住宅，コモンを

もつ住宅などが該当する。所有や管理の次元で協同の視

点が入っている点が評価できるわけである。

　以上のように中間セクターを規定する主旨は，要する

に，自助と協同の原則に立つ住宅のストックを少しでも

増やすことにある。そういう視点が少しでも入っていれ

ば，その分，住宅を専ら資産価値からのみ価値づけ，市

場べースで運営・処分されるような事態に歯止めがかか

るからである。しかし，そのことは一般持ち家や高家賃

民間賃貸住宅に働く市場原理を妨げるものでないと考え

る。また，公共セクターと民間セクター，持ち家部門と

　　　　　借家部門の乖離を抑止する狙いのあることについては，

既述した通りである。

　なお，中間セクターの強化という政策展開と関連して，

既存の公営・公団・公庫の3本柱（それに公社）の住宅

供給体系の扱いに付言しておくと，政策運用に変更は

あっても，基本的には供給体系の枠組みを変更する必要

はないことを強調しておきたい。現在の住宅供給制度は，

3本柱とそれから無数に枝分かれした多様な供給のアー

ムをもっているが，それを逆手にとって中間セクターを

活性化させていく多様な手段にできるからである。

6．住宅供給政策の基本フレーム

　それでは，最後に，中間セクターの強化充実を基本と

する住宅供給政策の新しいフレームを提起する。

1）中間セクターの形成策
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①公益法人と信託による供給主体形成

　中間セクターの概念は広く，多様な取り組みが想定で

きるが，中核をなすのは，ボランタリーな事業主体によっ

て供給され，費用家賃で経営される賃貸住宅である。問

題は，そのような自助的供給組織をどのようにつくるか

にあるが，受け皿としては公益法人と信託（trust）が考

えられる。

　前者は，住宅の供給者あるいは需要者などの人的関係

に重点を置くか，住宅や土地の資産運用に重点を置くか

で，社団あるいは財団としての組織づくリが可能である

が，今の日本の現状では，どちらの形態をとるにせよ，

設立手続きにおいて公益性・非営利性注31)の判断があいま

いな上，国・地方通じての縦割り縄張りの中で，許可を

得るのが容易でない。時代の要請に合った「公益」の法

解釈が求められるところである。

　このような状況で今後活用の可能性が大きいのは，信

託法に基づく公益信託制度を活用する方法である。これ

の参考になるのがアメリカで，まちづくりに寄与の大き

いcommunity　foundationは，大体は法人化されず信託

形式によっているものである注32)。いわゆるアフォーダブ

ル・ハウジングというジャンルの住宅供給は，信託形式

の事業体によるものがほとんどと類推される。

　事業のプロモーターになる人材や組織は，いまの日本

には，あらゆるところに潜在している。生協や農協ある

いは労働組合は，事業化の最も近いところにいる。杜会

福祉法人や宗教法人は，これからは高齢者や障害者の住

宅供給を保育所の数ほど考えてもらいたい。勤労者住宅

協会は，協会法の設立目的を少し変えれば，大きな戦力

となれるであろう。全国至るところでまちづくりに真剣

に取り組んでいる市民団体は，需要者側からアフォーダ

ブルハウジングの供給をパワフルに展開する能力を潜在

させているだろう。また，建築士やプランナー，コーディ

ネーターを主力とする住宅・建築関連の職能集団・法人

は，中間セクターの住宅供給の拡大にさまざまな貢献が

できるであろう。

　信託や法人づくりの資金提供としては，住宅金融公庫

の役割が期待される。現在，公庫の貸付は，個人貸付中

心に，しかも全国一円に貸し出されている。戸建持ち家

の建設に公庫は計り知れない貢献をしてきたが，その目

的はかなり達成されたとみられるので，これからは，大

都市圏を中心とした選別融資に重点を置き，中間セク

ターの住宅供給支援に一定量の資金を確保していくこと

が望まれる。

　平成3年の生産緑地法の改正で，市街化区域内農地に

おける農業継続者の農地の扱いは生産緑地指定という方

向が定まった。しかし離農者の農地は，宅地化されるこ

とだけが確実で，肝心の計画的宅地化の中味が皆目はっ

きりしない。この宅地を公益信託にし中間セクターの住

宅供給の物的基礎にしていくのは，まことにグッドタイ

ミングでなかろうか。提供農地は固定資産税，相続税を

減免するとともに，借地扱いでコストレント方式で計算

すれば家賃はかなり下げられ，一挙両得である。

②給与住宅の社会住宅化

　1988年の住調によれば，日本の給与住宅は155万戸で，

公営住宅工99万戸に接近する巨大なストックを構成して

いる．、住宅不足の著しかった復興期から高度成長期の初

めにかけ，住宅の量的充足と産業発展に一定の貢献を果

たしたが，今日では給与住宅の英訳が原義に示すところ

の企業へのtied　housing以外の何物でもなくなってお

り，ホテルまがいの住宅に仕立てることでもなければ，

従業員から見向きされなくなっている。

　この供給セクターを社会住宅的方向に再生していくこ

とは十分可能である。それについて参考になるのがフラ

ンスにおける「1％住宅基金制度」である。簡単にいえ

ば，給与総額の1％を民間企業から拠出してもらい，そ

れを基金として社会住宅を建設していくという制度であ

る。1989年で見ると，拠出率は給与総額の0165％，住宅

建設融資額は136億フラン，融資戸数は新築3万戸，改善

7万戸であった。この実績は，大いに注目される。

　現在日本のほとんどの企業は住宅手当を給与補完的な

形で支出しているが，住宅手当の原点に立ち帰り，給与

の1％といわず，せめて0．5％を拠出してもらい，それ

をもとに社会住宅化を図るコンセンサスが得られないだ

ろうか。これまでの社宅資産は，主として信託方式で事

業組織をつくるようにすれば，会社資産を失うことには

ならないし，管理運営は退職社貝などがあたるようにす

れば，従業員対策としても喜ばれる。拠出基金を活用し，

老朽住宅の近代化をすすめる一方，公営住宅同様，建替

えで戸数増を図る。（大団地では企業の営利事業とのジョ

イントにして，団地の活性化を図ってもよい。）居住者は

自社従業員3割，圭として中小企業などの他社従業員7

割くらいの割り振りを義務化することで，住宅の社会化

を果たす。この社会的ミックスで，居住者の自社企業へ

の拘束感はかなり緩和されるであろう。

　給与住宅の社会住宅化については，さらに国からのさ

まざまな税財政上の支援が考えられるであろう。これら

の方法で，杜会住宅としての給与住宅のストックを公営

住宅と同数まで押し上げ，公的賃貸の果たす役割を倍増

せることは，決して夢でない。

③住宅供給公杜の地域センター化

　現在，都道府県単位に設置されている住宅供給公社に

は，中間セクターによる住宅供給の地域センターの役割

を担ってもらう。

　社会住宅を核とし、さまざまな住宅供給事業体が集ま

ることになる中間セクターは，ボランタリーな活動を基

礎に置いているだけに，全体的に見てエネルギーが拡散

－50－



しやすい。それぞれが一定のレベルを保ちつつ，多様で

創造的な取り組みが育っていくよう，道しるべ的な地域

センターの設置が望まれる。具体的な業務は，ボランタ

リーな住宅供給の意義の啓蒙，公益法人や信託方式の手

続き指導，住宅づくりのノウハウやマニュアルの集約と

普及，人材の派遣や相互交流，あるいはユーザーの相談・

教育などに及ぷであろう。これらの活動を通じて，組織

の競争的連帯とユーザーの需要喚起を図っていくことが

重要である。

　現在，住宅供給公社は，都道府県と一定の関係を保ち

つつ，一般会計を基本にしては行えない試行的事業の多

くに取り組み始めている。とくに東京や神奈川，大阪な

どの大都市圏の公社は，賃貸住宅経営や分譲事業をすす

める一方，地域特賃や借り上げ公共賃貸，あるいはシニ

ア住宅などの実験的事業を多様に展開しつつある。これ

らは純公共セクターの事業といえず，まさに中間セク

ターの射程に入ってくるものだ。都道府県に必ず1カ所

設置されていることからみても，公社が中間セクターの

拠点として一番ふさわしい。

　住宅供給公杜は，特別法で設置された特別法人である

が，その分，国や公庫，府県との関係が密接過ぎる。府

県とは不即不離の関係を保ちつつも，もう少し経営的に

自立した事業も行え，かつ，中間セクターの拠点的役割

を果たせるよう，法的位置の変更が加えられることが望

ましい。

2）既存公的セクターの補強策

　既述したごとく，既存の公庫，公団，公営の3本柱の

供給体系は，基本的な枠組みはそのままにして，中間セ

クターの形成策との関連で，役割分担の変更と施策面の

新たな強化を図る。

①住宅金融公庫

　公庫が日本の持ち家の普及率を上げ，持ち家の水準を

高める上で果たした役割は，まことに大きいものがある。

現在の地方都市圏の持ち家の水準は，もう欧米並みに達

しているといって過言でない。これからの融資方針は，

選別性を強めていくべきであろう。地域的には居住水準

に遅れをとる大都市圏内の融資を重視すべきであるし，

良質適正家賃の借家，良好な相隣環境，環境共生に工夫

のある住宅には支援を強化していくべきであろう。

　そのような方針に沿って，中間セクターの育成に積極

的な資金融資を展開していくよう望まれる。現在公庫の

年間貸付総額約7兆円として，その2割程度の資金が中

間セクター向けに準備できれば，およそ5万戸から1O万

戸のアフォーダブル・ハウジングの建設が可能となるは

ずである。資金の流れに決定的な変化が加わるものでな

い上に，それの与える社会的効果は絶大である。

②住宅・都市整備公団

　各種公団の民営化が問題にされ始めているが，公・民

セクター上の役割分担については慎重な議論が要るであ

ろう。今日の我が国の住宅・都市整備の分野には，金融・

不動産・電鉄・建設・住宅産業などの大手資本が，激烈

な競争を前提とする共存体制をつくり上げているが，公

団が民活化という形でその体制に入るか，その体制を相

手にしてどのような新たな役割分担が可能か疑問だから

である。

　公団が，公社のように行政区域にあまりとらわれず，

広く大都市圏全体を対象とし，公的セクターに属しなが

ら，社会資本整備に大きな投資が要るようなビッグプロ

ジェクトを積極的にすすめていく意義は，今日でもきわ

めて大きいように思う。また新しい技術開発を積極的に

応用し，新しい都市空間・都市システムをブレークスルー

していく，未来都市の実験事業は，やはり巨額の公的資

金と，基礎研究に関わる巨大なマンパワーを前提にしな

いと成り立たず，公・民の協業は重要であるが，民問単

独では無理である。これまでの公団の培ってきたマンパ

ワーとノウハウは，ますます活発に生かすべき段階にき

ている。

　とはいうものの住・都公団は全国的な事業展開で，組

織がマンモス化し，硬直化がすすんでいるのも事実であ

る。本来，住宅づくりは，電気やガス，電鉄などの事業

と同じで，地域に密着し展開していくことを本質として

いる。電気やガスの公益事業が早くから地域分業化して

いることは理由のあることである。ドイツ最大の社会住

宅の供給事業体であったノイエハイマートが，組織が肥

大化し過ぎて腐敗が起こり，ついに崩壊をみたのは，決

して他人事ではない。そのような意味から，私は，新し

い住宅政策のパラダイムとしての地域性の規範に準拠

し，4大都市圏を対象として現在の4つの支社を4つの

地域公団に分割・格上げする必要があると考える。ここ

ではこれ以上分析する余裕はないがその方向の中で，現

在の公団が抱える諸問題は解消に向かうと断言できる。

③公営住宅

　公営住宅セクターについては論点が多くあるが，すで

に紙数も尽きているので，ただ一点だけ指摘しておきた

い。それは，公営住宅を残余階層向けの住宅とするな，

ということである。

　収入階層との関係でいえば，下位25％層を基本とし，

割増し家賃を許容し35％くらいまでを対象に考えるのが

妥当であろう。付言するなら中間セクターは，下位25％

から60％くらいを対象とし，持ち家層は，主体は上位50％

くらいを考えればよいが，下位35％のところで公営住宅

とつながるようにしておく。できるだけ幅広い階層に対

し，複数の供給セクターの選択を可能にするのが主旨で

ある。

　現在の公営住宅に存在する1種と2種の区分は撤廃す

るのがよい。それとともに，住宅管理会計は一般会計か
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ら切リ放して独立会計とし，家賃の決め方に，応益，応

能原則を導入する。これによって同じ低所得の範岡壽にあ

る階層であっても，収入の上昇期にある若年世帯と収入

が下降期にある高齢世帯が，収入に応じた家賃で長期間

定着でき，老・壮・青の調和した活気のあるコミュニティ

が創出できるはずである。このままでいけば，今後10年

くらいで，公営住宅の高齢世帯は3割近くに及ぶはずで

ある。高齢者向け公営住宅の新規供給を積極的に展開す

る一方，年齢層の社会的ミックスも十分すすめ，公営住

宅の「福祉住宅」化に歯止めをかける必要がある。

おわりに

　日本を含め，欧米の先進国は，いまだ「量の時代」の

住宅政策に低迷しており，「質の時代」の住宅政策の展望

が切り開けていない。そのような国際的状況下で一，まだ

まだ構想の域を出ないながら，新たなコンセプトの政策

デザインを提起した。日本の住宅問題は決して悲観的状

況にあるわけではなく，20世紀の残された10年で，何が

できるかにかかっている。その1つの活路が，中間セク

ターの充実にあると確信する。
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